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新型コロナウイルス感染症は，2019 年 12 月に中国武漢市において初めて確認された。2020 年 1 月 7 日にはその
病原体が新種のコロナウイルス（2019‒nCoV）と特定され，遺伝子も同定され，1 月 30 日に世界保健機関（WHO）
は，“国際的に懸念される公衆衛生上の緊急事態”と警告した。2 月 11 日に WHO はこのウイルスによって引き起
こされる疾患名を COVID‒19 と命名し，国際ウイルス命名委員会はコロナウイルス名を Severe Acute 
Respiratory Syndrome Coronavirus 2（SARS‒CoV‒2）と決定した。その後，WHO は世界的な感染拡大と重症度の
実態を踏まえ 3 月 11 日にパンデミック（世界的な大流行）の宣言を行った。2021 年 1 月末現在世界の累積感染者 1
億人以上，死者 220 万人以上になっている。COVID‒19 は 1 年以上に亘って猛威を振るい続けている。

感染症は感染源（感染者），感受性宿主，及び感染経路の三つの要素が揃えば成立する。工学分野に深く関わる感
染経路については，当初 WHO や CDC（米国疾病予防管理センター）などが COVID‒19 の感染経路は飛まつ（沫）感
染と接触感染であることを示した。本来，飛まつ感染においては，換気による制御が極めて難しい。しかし，厚生
労働省の 2020 年 3 月 9 日に公表した“新型コロナウイルス感染症対策の見解”，及び首相官邸，厚生労働省が同年
3 月 18 日に公表した“密をさけて外出しましょう！”というリーフレットに“換気の悪い密閉空間”という記述が
あった。換気が重要となれば，感染経路にエアロゾル感染（空気感染）も考慮に入れるべきであると考えられる。そ
の後，飛まつ感染だけでは説明がつかないいくつかの事例が報告された。これらの事情を踏まえ，7 月 9 日に
WHO は特定な状況下で短距離（Short-range）のエアロゾル伝播も否定できないとのブリーフを公表した。その後，
CDC は 10 月 5 日にときにはエアボン伝播による拡散があることを示した。最近では，“COVID‒19 パンデミック
の大部分がエアボン伝播によるものである”と主張する論文が発表されている。本学会では，当時の状況を踏まえ
5 月 7 日に“新型コロナウイルス対策特別委員会”を設置し，これまで精力的に活動を行い，適時に提言を公表して
きた。

以上のことから，学会誌委員会は今月号と次月号の 2 カ月連続で新型コロナ対策特別委員会にて特集を企画し
た。特集の各タイトルと執筆者は下記のとおりである。

5 月号 1．新型コロナウイルス感染症に関する国内外の動向（田辺新一・早稲田大学）
 2．我が国における新型コロナウイルス感染症に対する建築環境対策（林　基哉・北海道大学大学院）
 3．他学会と協会の取り組み（金　勲・国立保健医療科学院）
 4．COVID‒19 における空気調和・衛生工学会の取り組み（柳　宇・工学院大学）
6 月号 5．新型コロナ対策として換気量はどうやって決めるべきか ?（倉渕　隆・東京理科大学）
 6．自然換気と感染リスク評価（山中俊夫・大阪大学）
 7．集団感染事例から学ぶ（尾方壮行・東京都立大学）
 8． トイレ空間における COVID‒19 の感染リスクと防止に向けた研究動向と課題（大塚雅之・関東学院

大学）
ご多忙にもかかわらず，快く執筆をお引き受けいただいた執筆者各位に，誌面を借りて厚くお礼申し上げる。

 柳　宇　新型コロナウイルス対策特別委員会
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新型コロナウイルス感染症（COVID-19）は未だに猛
威を振るっている。本稿では本学会のこれまでの活動
や感染制御に関する事項と，新型コロナウイルス感染
症によって引き起こされている状況やポストコロナに
予想されることなどについてその断面を切り取るよう
にした。感染状況と社会的変化，新型コロナウイルス
に関する研究，産業動向，テレワーク，オフィス需
要，事業再開ガイドライン，エネルギーに関する影
響，レジリエンスと都市環境に関して論じた。なお，
本稿は 2021年 2月 12日の執筆時点の知見に基づくも
のであり，科学的な研究が進展している分野であるこ
とから，新しい知見により見解が変わる可能性があ
る。

1．新型コロナウイルス感染症
新型コロナウイルス感染症（COVID‒19）は未だに猛威を

振るっている。新型コロナウイルスは，“SARS‒CoV‒2”
が学術的な名前である｡ ウイルスの大きさは 0．12μm ぐ
らいで，呼吸器系の粘液に含まれている。“COVID‒19”と
いわれているのは，このウイルスによって引き起こされる
感染症を指している｡

本学会では，2020 年 3 月 23 日に日本建築学会と共同で
“新型コロナウイルス感染症制御における ‘換気’ に関して
緊急会長談話”を公表した 1）。その後も積極的に情報発信
を継続している。

感染に関しては，図-1 に示したように飛沫感染，接触
感染，空気感染の三つのルートがある。飛沫感染に関して
は，咳や会話で出た大きな飛沫は重力沈降するので 2 m
程度離れれば大丈夫であり，ソーシャルディスタンスを保
つべきという根拠である。飛沫の沈着や感染者の手指に
よって汚染された表面を触れたとき，手に付着しただけで
は感染しないが，その手で口，鼻，目の粘膜に触ると感染
する可能性がある。これが接触感染であり，この経路を断
つために手指衛生は非常に重要である。問題なのは，会話
や咳によって発生する感染性を有するウイルスを含んだ小
さな飛沫や飛沫が蒸発した飛沫核が，空気により運ばれて
空気感染を引き起こすかどうかである。結核や麻疹は遠く
離れた人にも空気感染する。飛沫・接触感染経路を遮断す
る対策として，換気は必ずしも有効ではない。3 密環境に

おける集団感染を防ぐために換気が必要であるということ
は，空気感染（エアロゾル感染）の一種が起こっている可能
性があることを示している。

日本政府は 2020 年 3 月 9 日に“3 密”を発表した｡ 非常
に重要であったのは，換気が悪い空間の問題が指摘され，
換気の必要性が示されたことである。これより空調設備や
建築環境工学分野の研究者たちが感染リスクの低減につい
て貢献できるかを考えるようになった。3 密の根拠となっ
たのは，“西浦・押谷らによる論文”で，2 月 28 日に
medRxiv に掲載されたプレプリント 2）である。プレプリ
ントとは，査読を受ける前に著者らがアーカイブサーバに
原稿をアップする方法で，その後査読を経て学術雑誌に掲
載されることが多い。西浦・押谷らは集団感染事例を分析
したところ，多くの二次感染者を生み出す事例において，
密封され，換気が不十分な環境で特徴的に多いということ
が把握された。これにより“3 密”が考えられた｡ 世界的に
も非常に早い知見の公表であった。図-2 に示した 3 密は
流行語にもなった。

一方，世界保健機関（WHO）のこれまでの公式見解で
は，気管挿管などのエアロゾルが発生する医療行為を行う
特殊な場合以外はエアロゾル粒子による空気感染は起きな

図-1　飛沫感染・接触感染・空気感染三つのルート

図-2　3 密

新型コロナウイルス感染症に関する国内外の動向
田 辺 新 一　早稲田大学　正会員

キーワード：�新型コロナウイルス感染症（COVID‒19），研究動向（Scientific�Research�Trends），脱炭素
（Carbon�Neutral），テレワーク（Work�from�Home），オフィス需要（Office�Demand）
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いとしていた。そのため，換気への注意喚起を行っていな
かった。そこで，2020 年 3 月末頃から室内環境，空調設
備，医学などの研究者が集まり，5 月 27 日に学術雑誌へ
感染性を保ったウイルスを含むエアロゾル粒子による空気
を介した感染への対策が必要であることを示す論文を掲載
した 3）。著者もそのグループの一員であった。

2003 年に流行した SARS（重症急性呼吸器症候群）に関
しては，Yuguo�Li らの香港チームの論文が New�England�
Journal�of�Medicine にトイレを介した空気感染の可能性
があると掲載 4）されており，室内環境に関する研究者の間
ではその可能性は認知されていた。また，2020 年 7 月 6
日に同じグループが専門家 239 人のサインを添えて WHO
への公開書簡を雑誌“Clinical� Infectious�Diseases”に掲載
した 5）。その結果，7 月 9 日に WHO は密集した空間で換
気が悪い場合には，空気感染の可能性があることを初めて
示唆した 6）。7 月 11 日には WHO が 3 密回避を推奨するポ
スターを SNS やホームページを通じて公表している。た
だし，長距離の空気感染に関してはまだ議論が行われてい
る。

WHO は直径 5μm 以上を飛沫と定義している。それ以
下の飛沫が蒸発したものが飛沫核と呼ばれる。B（下気道
深部），L（咽頭），O（口腔を含む上気道）から，会話と咳に
より飛沫と飛沫核がどのように飛ぶかについて綿密に測定
した結果が公表されている 7）。

粒径が 5～20μm の飛沫は 1．5 m 落下するのに数分から
数時間かかる。また，5μm 以下の飛沫核は空気中に漂い
続ける。WHO の定義では対応が難しくなっているため，
エアロゾル粒子とこれらを総称して呼んでいることが多
い。このエアロゾル粒子の室内空気中濃度を低減する上
で，換気は非常に効果がある。これらの現象は前述したよ
うに SARS 流行の頃からいわれてきたが，なかなかコン
センサスが得られていなかった。また，10 年ほど順天堂

大学堀賢教授と共同で感染症対策の研究を行ってきた中
に，咳発生装置とサーマルマネキンを使用して飛沫の挙動
を調べたものがある。大きな飛沫は 1～2 m 離れるとほと
んど直接届かないことが実験的にも分かっている。また，
相対湿度が高いほうが表面に多く付着するが，湿度 30％
RH では 50％RH と比較すると少ない｡ これは，飛沫が蒸
発して小さくなり空間中に漂うことを示している 8）。

この 1 年間世界各国で様々な研究が行われた。感染経路
に関しては 2021 年 1 月に公表された Nature の記事では，
接触感染の割合は相対的にかなり低いとされ，空気に注意
する必要があることが指摘されている 9）。

WHO，米国 CDC（疫病予防管理センター）はその後，換
気の重要性を指摘するようになった。マスクに関しても当
初 WHO はその重要性を指摘していなかったが，様々な研
究事例から着用を推奨するようになっている。特に東京大
学医科学研究所で実際に SARS‒CoV‒2 を用いて行われた
実験はマスクの重要性を明確にした 10）。マスクに関しては
本特集の次号で倉渕により詳述される予定である。

COVID‒19 に関する先進的な感染制御に関しては本号
と次号で特集が行われるため，本稿では新型コロナウイル
ス感染症により引き起こされている状況やポストコロナに
予想されることなどについてその断面を切り取るようにし
た。なお，本稿は 2021 年 2 月 12 日の執筆時点の知見に基
づくものであり，科学的な研究が進展している分野である
ことから，新しい知見により見解が変わる可能性があるこ
とには注意をいただきたい。

2．感染状況と社会的変化
厚生労働省によると，2021 年 2 月 10 日現在の我が国で

の新型コロナウイルス感染者は 408�186 例，死者は 6�557
人となっている 11）。図-3 に我が国の感染者数のトレンド
を示す。また，入院治療などを要する者は 29�243 人，退

図-3　国内における新型コロナウイルス感染症陽性者数の推移（文献 1）から作成）
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院又は療養解除となった者は 372�535 人となった。世界の
累計の感染者・死者数は 2021 年 2 月 10 日 18 時時点，感
染者は 106�905�601 人，死者は 2�341�104 人となっている。
感染者・死者数に関しては，特に米国（27�192�455 人・
468�203 人），インド（10�858�371 人・155�252 人），ブラジ
ル（9�599�565 人・233�520 人 ）， イ ギ リ ス（3�972�148 人・
113�850 人），ロシア（3�345�558 人・76�347 人），フランス

（3�953�970 人・79�752 人），スペイン（3�005�487 人・63�061
人）が多い 12）。我が国と比較して 1 桁違う感染者数になっ
ている。

我が国においても非常に大きな社会問題となっているこ
とから欧米諸国はさらに厳しい状況であることが推測され
る。ウイルス活性が高い，すなわち感染力が高い変異株も
出現している。ワクチン接種も開始されているが，本稿が
出版される 5 月の状況は予測が難しい。

社会的変化に関して経済産業省の資料をもとに著者が作
成した長期的トレンドを表-1 に示す。国際関係は，非常
に不確実になっていることにより，サプライチェーンの多
元化が生じている。分断もさらに加速される可能性が高
い。産業構造も省人化やデジタル化が加速するだろう。生
活はテレワークなどが増加するとともに，巣ごもり需要に

よる EC（電子商取引）の増加，人流は減少している。地
域・地方では観光需要が蒸発した。加えて，2020 年 10 月
26 日に首相により 2050 年脱炭素社会実現が宣言されたこ
とにより，産業構造を変化させるような加速度的な対策が
必要とされている。著者自身は，超分散社会（Decentral-
ization），デジタル社会（Digital� transformation），脱炭素
社会（Decarbonization）の頭文字を取って 3 D 社会の到来
としてこれを説明している。

3．新型コロナウイルスに関する研究
科学技術振興機構研究開発戦略センターが 2020 年 7 月

30 日に“新型コロナウイルス感染症に関する世界の注目す
べき研究開発動向（第 3 版）”を公表している 13）。図-4 にポ
ストコロナ・新興感染症関連ふかんを示す。研究は基礎，
応用，前臨床，臨床（社会）と整理されている。①感染状況
把握と予測（疫学，公衆衛生学，臨床医学），②創薬（ワク
チン・抗ウイルス剤），③検査・診断技術，④基礎生命科
学（免疫学，ウイルス学など）は多くが医学分野の研究であ
るが，その周辺に予防環境・人の支援技術として，ポスト
5 G，遠隔医療 ICT，研究環境の自動化（AI・ロボティク
ス），医療現場のロボットに加えて殺菌（ウイルス不活性

表-1　新型コロナウイルス感染症による長期的トレンド

国際関係 世界の不確実性，分断，サプライチェーン多元化
産業構造 非接触，省人化，デジタル化加速
生活 人流の減少（通勤，出張，会議など），テレワーク，EC 増加
地域・地方 観光需要の蒸発，分散化
地球環境 2050 年脱炭素社会実現，グリーンリカバリー

図-4　新型コロナウイルス感染症に関する研究開発動向 13）
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下記に□で例示した
領域群は，材料，デ
バイス，情報システ
ムなど基礎科学から
工学まで広い分野が
関連

臨床
（社会）

前臨床

応用

基礎

ポスト 5G
通信

遠隔医療
ICT

研究環境の自動化
（AI・ロボティクス）

医療現場など
ロボット

殺菌（ウイルス不活化），
空気清浄，環境計測

創薬研究
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化），空気清浄，環境計測が示されている。本学会は特に
空気清浄や環境計測に関して貢献が可能であろう。

文部科学省科学技術・学術政策研究所によって行われた
プレプリントを用いた研究動向分析 14）では，発生の 2～4
月頃までは，国別比較や患者の症状に関心があるプレプリ
ントが多かったが，4～6 月頃には感染拡大・感染モデル
に感心が移っている。7～9 月頃には公衆衛生，社会経済
系に関心が移動していることが分かる。感染が拡大するに
つれて研究範囲が社会科学分野にまで拡大していることが
AI 分析によって明らかになっている。

また，文部科学省科学技術・学術政策研究所科学技術予
測センターは，“コロナ禍を経た科学技術の未来（速報版）”
を 2020 年 11 月に公表している 15）。科学的実現，社会的実
現に関して整理している。表-2 にコロナ禍を経て，社会
的実現が早まると見込まれた上位 10 トピックを示す。科

学技術的実現と比べ，順番は変わるが 10 件中 9 件が同一
である。2．0～2．7 年程度早まると見込まれるものである。
大きく分けて，仕事や働き方に関するものと，感染症など
の健康危機管理に関わるものに分けられる。表-3 に社会
的実現が遅くなるとされたトピックに関して示す。大きく
分けて，地上以外に関するものと，エネルギー変換などに
関わるもの，それ以外に分けられる。元々の実現年も遅い
とされていたトピックが挙げられる傾向があるとしてい
る。感染症の拡大により，基礎分野や実現が遠い技術は後
回しになる可能性が高いということであろう。

4．産 業 動 向
2020 年 5 月 1 日に電子会議により経済産業省産業構造

審議会成長戦略部会で議論が行われた 16）が，新型コロナウ
イルス感染症の完全収束は，長期的なものとなる可能性を

表-2　コロナ禍を経て，社会的実現が早まると見込まれた上位 10 トピック 15）

分野 トピック 影響年

建築 オフィスワーカーの健康快適性向上と業務効率化・働き方改革を促進する，高度かつ統合的なワーカー・プロダク
ティビティ・モニタリング技術 −2．7

建築 室内の“健康阻害”や“感染症アウトブレーク”を抑制する，高度な室内健康環境モニタリング・制御技術 −2．6

健康危機管理 特定の感染症への感染の有無や感染者の他者への感染性，未感染者の感受性を迅速に検知・判定する，汚染区域や航
空機内などでも使用可能な超軽量センサ −2．4

ICT 出社不要・副業を前提とした自由度の高い就業形態による高生産性社会への移行 −2．4

ICT 三品産業，サービス産業，物流産業に作業用ロボットが広く普及することによる，無人工場，無人店舗，無人物流倉
庫，無人宅配搬送の実現 −2．1

環境 公共・集客施設，空港・港湾，鉄道などの交通インフラにおける，極微量の病原微生物の迅速かつ正確な検知システム −2．1

建設 建設現場で，AI を用いて作業進捗状況を常時把握・分析し，適切に工程管理，自動的に工程を最適化・修正する技術 −2．1

医療 電子カルテシステム，検査・処方など医療データや様々なウェブデータを活用した網羅的感染症サーベイランスシス
テムによる感染症流行予測・警報発出システム −2．1

医療 新興感染症が及ぼすヒトへの影響（世界的流行を引き起こす可能性，病原性）について，環境・病原体・宿主など因子
を総合的に勘案し定量的に予測・評価するシステム −2．1

情報 高度 VR システム（会議，製造現場の状態管理）と，それを支える高速情報流通システム −2．0

表-3　コロナ禍を経て，社会的実現が遅れると見込まれた上位 10 トピック 15）

分野 トピック 影響年

交通 環境性，安全性，経済性の観点で現有の亜音速旅客機と対抗し得るとともに，大幅な移動時間の短縮による利便性向
上を可能とする超音速旅客機を実現するシステム技術 2．4

建築 海洋ポテンシャルを利用し，海に新しいエコシティと新しいエコライフスタイルを実現する，“海洋都市”の建設技術 1．9

宇宙 科学観測や資源利用などを目的とする，地球外天体（月又は火星）における恒久的な有人活動拠点構築 1．9

宇宙 長期的視点に基づく，人類の生息空間拡大のための，宇宙空間や月及び火星面での“宇宙建築”の建設技術 1．9

建築 月面での水の生成・補給拠点確保を目的としたロボティクスを活用した水生成プラント構築技術 1．7

原子力 核燃料サイクル及び一体型高速炉（IFR）を含む高速増殖炉（FBR）システム技術 1．5

原子力 核融合発電 1．5

宇宙 宇宙太陽発電システム（宇宙空間で太陽光を利用して発電を行い，電力を地上に伝送するシステム）発出システム 1．3

原子力 濃縮度 5％超燃料が使用可能，プラント寿命が 80 年，立地条件を選ばないなどの特徴を有する次世代軽水炉技術 1．2

地球 地球深部で試料採取するための大深度科学掘削技術 1．2
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指摘している。新型コロナウイルス感染症の拡大の防止や
重症化防止が最優先課題であり，事業者の雇用維持や事業
継続・資金繰りへの支援などに万全を期す必要がある。そ
の際，経済活動について，感染症拡大前のビジネスモデル
に完全に戻ることは難しいと認識すべきであり，かつての
オイルショックのように，中長期的に，不可逆なビジネス
モデルの変化，産業構造の変化を伴うものと考えるべきで
はないかとしている。今後は，感染拡大防止と経済活動を
両立する“新たな手法”を探るべきであり，新たなビジネス
モデルの検討や感染症との“共生”の道を探ることが必要で
はないかと述べている。また雇用の維持と事業の継続に関
して，資金繰り支援の強化が議論されている。また，強じ
んな経済社会構造の構築に向けた検討の方向性に関して
は，感染拡大防止と両立するビジネスモデルの再構築，テ
レワーク，遠隔教育など ICT などによる非接触・遠隔サー
ビスの活用，強じんなサプライチェーンの構築，日本企業
の事業ポートフォリオの見直しの促進，雇用を守り，新た
な雇用ニーズに対応するための人材育成支援，Society 5．0
実現に向けた経済社会基盤の整備が議論されている。特に
新しい働き方に関して資料が提供されていることが興味深
い。

その後，2021 年 1 月の状況はどのようになっているか，
東京商工リサーチが行った“新型コロナウイルスに関する
アンケート調査”を紹介する 17）。新型コロナウイルス感染
拡大で，11 都府県に再度の緊急事態宣言が発令された。
感染防止で外出自粛が広く呼び掛けられる中，飲食店の

“廃業検討率”は 5．0 ポイント悪化し，37．8％となった。
また，2020 年 12 月の売上高が前年同月との比較で，半減
以下となった企業の割合（売上半減率）が，飲食業や宿泊業
などで 3 割を超えた。コロナ禍で 3 密回避や外出自粛が求
められ，個人消費者を対象にする業種では業績が大きく落
ち込んでいる。政府は，2020 年度第 3 次補正予算で業態
転換などに取り組む企業に最大 1 億円の“事業再構築補助
金”を支給することを決めた。こうした中，2 年以内の事
業再構築を“実施・検討”している企業は 46．8％と半数近
くにのぼった。ただ，1 年以内の黒字化を見込む企業は
24．6％にとどまり，事業再構築は容易でないことが浮き
彫りになっている。　

関連業界への影響については国土交通省が毎月報告を
行っている 18）。建設産業の売上金額については，前年同月
比で 20％以上減少した事業者は，11 月は 10 月より 1 ポ
イント増えて 14％であり，12 月以降もほぼ横ばいとなっ
ている。受注状況については，影響があると回答した事業
者が，11 月は 10 月と同じく 41％であり，12 月以降も同
様の傾向がみられる。支援制度については，資金繰り支援
を 29％の事業者が活用しており，28％の事業者が給付済

みである。雇用調整助成金を活用している事業者は 11％
となっている。

また，住宅産業・建築設計業に関しては，住宅産業（中
小工務店）の売上金額が 20％以上減少した事業者は 9 月の
31％に対し，10 月は 32％，11 月は 25％に減少してい
る。ただし，今後については，20％以上の減少を見込む
事業者が，12 月は 29％，1 月は 37％と増加傾向にある。
建築設計業の売上金額が 20％以上減少した事業者は，9
月の 33％に対し，10 月は 23％，11 月は 40％である。住
宅産業（中小工務店）における部材供給遅延の影響について
は，約 9 割の事業者で影響がなく，その他も大半が改善傾
向である。住宅産業（中小工務店）における国の支援制度に
ついては，資金繰り支援は 77％の事業者が活用してお
り，その大半が給付済みである。雇用調整助成金は 17％
の事業者が活用している。

5．テレワーク
新型コロナウイルス感染症下でテレワークが進んでい

る。テレワークは 2020 年 2 月ぐらいまでは，日本企業に
おいては一般的ではなかった。経済産業研究所森川正之に
よれば，日本は欧米諸国に比較して通勤時間が長く，テレ
ワークの普及は労働者の幸福度を向上させるとしていた。
しかしながら，同研究所の 2019 年初旬に行われた調査に
よれば，テレワークを導入している企業は約 2�500 社のう
ち 6％弱にとどまっていた 19）。

緊急事態宣言後に多くの企業がテレワークを実施してい
る。パーソル総合研究所シンクタンク本部が，新型コロナ
ウイルス対策によるテレワークへの影響に関する緊急調査
を 3，4，5，11 月と 4 回行っており 20），その結果は非常に
興味深い。2020 年 11 月 18 日～23 日時点でのテレワーク
実施率は，正社員で 24．7％である。緊急事態宣言が全国
解除された直後の 5 月 29 日～6 月 2 日の時点から 1．0 ポ
イント低下した。非正規雇用者は 15．8％であった。企業
規模別のテレワーク実施率（正社員）では，10～100 人規模
は 13．1％，1 万人以上規模では 45．0％と 3．4 倍以上の差
がある。5 月時点の 2．7 倍差からさらに格差が広がってお
り，業種別のテレワーク実施率にも差があることを示して
いる。

正社員のテレワーク実施者によるコロナ収束後のテレ
ワーク継続希望率は，全体で 78．6％であり，4 月の
53．2％，5 月の 69．4％から上昇が続いている。特に若年
層・女性で継続希望率が高く，30 代の男女で希望率が高
い。テレワーク時の不安に関しては，少なくなっている
が，横ばい傾向なのは“昇進・昇格への影響懸念”，“社内
異動希望への影響懸念”などのキャリア関連の不安であ
る。年代別に比較すると，20 代が他の年代と比べてすべ
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ての不安が高い状態にある。テレワーク業務時の困りごと
は，“運動不足を感じる”が 60．5％と多い。多くの困りご
とが減少傾向である中，唯一上昇傾向なのは，“労働時間
が長くなりがちだ”となっている。

新型コロナウイルス感染対策として 2020 年 4 月からテ
レワークが導入された企業において行った我々のグループ
の研究 21）では，調査時の過去 1 週間におけるテレワーク実
施割合は，2020 年 4 月調査では平均 84％，7 月調査では
平均 25％だった。オフィス内行動のしやすさの申告結果
において，情報処理，情報探索・加工，知識創造などの集
中作業のしやすさに対する申告値は，出社時と在宅時で有
意な差はなかった。一方，コミュニケーション行動は，在
宅時に評価が有意に低下した。特に，インフォーマル・コ
ミュニケーションのしやすさに対する申告値の低下割合が
大きかったことが分かっている。反面，リラックス・リフ
レッシュなどのリカバリー行動については，在宅時の評価
が有意に向上した。対面コミュニケーション不足，運動不
足が課題と考えている執務者が多かった。

6．オフィス需要
オフィス需要に関しては，三鬼商事（株）の月間報告に詳

しい 22）。図-5 に平均空室率の推移を示す。2021 年 2 月に
公表した東京ビジネス地区（都心 5 区／千代田・中央・港・
新宿・渋谷区）の 1 月時点の平均空室率は 4．82％，前月比
で 0．33 ポイント上げた。新築ビルの 1 月時点の空室率は
3．64％，前月比で 0．69 ポイント上げた。東京ビジネス地
区の 1 月時点の平均賃料は 21�846 円である。前年同月比
で 2．68％（602 円），前月比で 0．70％（153 円）下げた。オ
フィス需要において分岐点となるのは空室率 5％といわれ
ており，今後の動向が注目される。

空室率の上昇はテレワーク推進によるオフィス不要論と
結び付けられることがある。しかしながら，（一社）日本オ
フィス家具協会の調査 23）ではオフィス不要論は 7．3％にと

どまった。一方で“これまで通り必要”と回答した人は 6 割
で，“これまでと違った形で必要”と回答した人は 3 割で
あった。さらに，その内訳を見ると，在宅勤務を多く経験
している人ほど，“これまでと違った形で必要”と考える比
率は上昇している。今後は従来型のオフィスではなく新し
いオフィスの機能や存在意義を考えることが必要になって
いるということであろう。同調査では，オフィスが不要と
答えた人の属性も確認しているが，大きな特徴は見られな
かったとしている。多少の違いとしては，創業年数の若い
企業が多かったが，地域や従業員数などに特徴はなかっ
た。
（株）ザイマックス不動産総合研究所の 2020 年 12 月の調

査 24）によると，働き方及びワークプレイスの運用に関して
は，換気や消毒などの感染対策の徹底が 68．9％と最も多
かった。8 月調査と比較すると時差出勤の奨励やオフィス
のソーシャルディスタンス確保は減少していた。一方で，
8 月調査で上位であったペーパーレス対応が不十分や決済
などの電子化対応が不十分は大幅に減少していた。コロナ
禍収束後の働き方は，出社派が 46．9％とテレワーク派の
23．4％を大きく上回っていた。オフィスの面積は，縮小
したいが 28．5％と拡張したいの 5．4％を大幅に上回っ
た。前述した日本オフィス家具協会の不要論は低かったこ
とから考えると経済的な影響もあり，少なくとも拡張は難
しいというのが実態ではないかと推察する。

働き方とワークプレイスの方向性としては，メインオ
フィスとテレワークの両方を使い分けるが 55．0％と回答
した企業が最も多かった。ワークプレイス運用の課題とし
ては，テレワーク時の業務，勤怠，評価などのマネジメン
トが難しいとしている。東京 23 区のオフィス賃貸面積の
うち，スタートアップや中小企業が借りることが多い中小
規模ビルは 47％を占める。中小企業でじわりと台頭する
オフィス不要論が広がれば，オフィス全体の供給がだぶつ
く可能性があると述べている。

図-5　東京ビジネス地区（都心 5 区）の平均空室率推移（文献 22）から作成）
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7．事業再開ガイドライン
我が国においては，2020 年 5 月に政府主導で事業再開

ガイドラインが整備された。その後，順次改定され 2021
年 1 月 15 日時点で，多くの団体がガイドラインを公表し
ている 25）。業界以外の学校，社会福祉施設，社会体育施
設，研究施設などについては所管省庁においてガイドライ
ンなどが作成・公表されている。また，WHO 及び米国
CDC なども各種のガイドラインを公表している。

そ の 中 で も， 米 国 の WELL�Health-Safety�Rating は
COVID‒19 などの感染症やその他緊急事態に対して，様々
な対策を実施していることを示す第三者評価を行ってい
る。2021 年 1 月にその内容も改定されている 26）。建物や
施設の“健康・安全性”を評価し，一定の基準を満たすと評
価が得られる仕組みになっている。WELL 認証とは異な
り，現地検証はなく，提出書類のみの審査である。建物の
要件に加えて，運用上の観点を評価する要件項目が多い。
現在のバージョンは 25 項目のうち，15 項目以上を満足す
ると評価されたことを示すシールが得られることになって
いる。米国のヤンキースタジアムや国内ではイオンモール
などが取得しており，急激に評価数が増加している。

8．エネルギーに関する影響
IEA（国際エネルギー機関）が 2020 年 10 月に公表した

World�Energy�Outlook�202027）では，新型コロナウイルス
感染症による影響について述べている。エネルギー部門へ
の影響と脱炭素に向けたエネルギー転換が加速するとして
いる。感染症とエネルギーは相互に関連している。特にコ
ロナ禍の不確実性は経済に影響を与え，グリーンリカバ
リーが経済危機から抜け出すための道筋として考えられて
いる。IEA は図-6 に示したように 2020 年に世界のエネル
ギー需要が 5％，エネルギー起因の温室効果ガスが 7％減
少すると予想している。2020 年にエネルギー関連投資は
18％縮小，石油消費は 8％減少，石炭使用量は 7％減少
すると予測している。再生可能エネルギー，特に電力部門
は，コロナ禍の影響を他の燃料よりも受けていない。すな

わち，世界の再生可能エネルギー利用率は向上しているこ
とになる。

2050 年脱炭素社会に関するシナリオに関しては，World�
Energy�Outlook�2020 に詳しい。また，国内においては
2020 年 10 月 26 日首相による 2050 年脱炭素社会宣言後に
エネルギー基本計画の見直しやグリーン成長戦略が続々に
政府から公表されている。

実際のオフィスのコロナ禍におけるエネルギー消費量に
関してはまだ報告が少ない。換気量増加による空調負荷増
大はあるが，テレワークによりオフィスビルのエネルギー
消費量は概ね減少しているようである。詳細については，
今後の報告が待たれる。

住宅に関しては，（株）住環境計画研究所が総務省統計局
の家計調査を利用した，新型コロナウイルスの感染拡大及
びその防止に伴う家庭のエネルギー消費への影響を分析し
ている 28）。4～6 月四半期の世帯当たりのエネルギー消費
量は前年同期間比 3．2％増加している。その後の，7～9
月四半期の世帯当たりのエネルギー消費量は前年同期間比
で 3．7％増加していると公表している。

一方で，旭化成ホームズ（株）による HEMS データの解
析結果 29）では，2 月以降の月間電力消費量が前年比で最も
増加したのは 8 月であり 2 割増加していた。この結果から
日中の増加が顕著になっていることが分かる。3，4 月は
前年比で電力消費量が減少する時間帯もあったが，8 月は
24 時間を通して大幅に増加していた。8 月の電力消費量の
大幅増加は，日中から夜間のエアコン（特に日中の LDK）
に起因していた。総務省統計局の家計調査と比較して，増
加率が高いのは比較的富裕層が居住している住宅と考えら
れ，この層はテレワークの割合が多く，エネルギー消費に
与える影響が大きいのではないかと推測している。

9．レジリエンスと都市環境
学術防災連携体が 2020 年 5 月 1 日に市民への緊急メッ

セージとして“感染症と自然災害の複合災害に備えて下さ
い”を発出している 30）。新型コロナウイルスの感染につい

図-6　2020 年のエネルギー部門への影響（文献 27）より引用）
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て予断を許さない状況が続いているが，自然災害の発生に
よる複合災害にも警戒が必要と述べている。2020 年度は
激甚な災害が比較的少なかったが，感染リスクがある中で
の避難には非常な困難を伴う。避難所の感染対策に加え
て，避難所に逃げない避難の方法などの提案なども行われ
ている。

また，都市環境に関しては国土交通省が新型コロナ危機
を契機としたまちづくりの方向性の検討を公表してい�
る 31）。その中では，都市の持つ集積のメリットは生かし
て，国際競争力強化やコンパクトシティなどは引き続き進
めつつ，“3 密”の回避など“ニューノーマル”に対応したま
ちづくりが必要と述べており，職住近接のニーズに対応し
たまちづくりの推進，まちづくりと一体となった総合的な
交通戦略の推進，緑やオープンスペースの柔軟な活用，リ
アルタイムデータなどの活用による，過密を避けるような
人の行動の誘導が重要であるとしている。

ま　と　め
新型コロナウイルス感染症が進行する中で 2021 年 2 月

上旬時点での動向の断面を論じることとした。感染症が終
息した後もその前の世界に戻ることはないと考えられる。
この間の経済的な落ち込みは我が国だけではなく世界的に
大きく，経済復興に関しても道筋をつけていく必要があ
る。
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Domestic and International Trends regarding 
COVID-19

Tanabe Shinichi＊

Synopsis　COVID‒19� is� still� spread� in� the�world.� In�
this�report,�I�have�tried�to�cut�out�a�section�on�the�activi-
ties�of�the�SHASE�related�to�the�infection�control,�the�sit-
uation�caused�by�the�COVID‒19�and�what�is�expected�of�
post‒corona.�Current�infection�status�and�social�changes,�
research�on� infection�disease,� industrial� and�business�
trends,�WFH,�offi��ce�demand,�counter�measure�guidelines,�
energy� impacts,� resilience�and�urban�environment�are�
described�and�discussed.�This� article� is�based�on� the�
fi�ndings�at�the�time�of�writing�on�February�12,�2021,�and�
since�it�is�a�fi�eld�where�scientifi�c�research�is�progressing,�
new�fi�ndings�may�change�the�view.
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本稿では，2020年 12月までの厚生労働省の新型コ
ロナウイルス感染症対策に基づいた，建築環境におけ
る感染対策について示す。感染拡大初期には，国内の
クラスター感染の事例を分析することで，換気が悪い
密閉空間をクラスター感染の要因とした。ウイルスの
感染力が不明である中で，感染を抑制するために建築
物衛生法に基づいた換気量の確保を求めた。夏期には
熱中症対策を踏まえた換気対策を示し，冬期には寒さ
に起因する健康影響への対策を踏まえた換気対策を示
した。以下に，建築環境における感染対策の考え方と
我が国における対策の経緯を示す。

は じ め に
21 世紀に入り，2003 年の SARS（重症急性呼吸器症候

群）コロナウイルス感染症の発生，2009 年のインフルエン
ザの世界的流行，2012 年の MARS（中東呼吸器症候群）コ
ロナウイルス感染症の発生が起こり，世界的な公衆衛生上
の危機が懸念されていた。2019 年 11 月 22 日に中国武漢
市で“原因不明のウイルス性肺炎”が確認され，世界保健機
関（WHO）は国際的に懸念される公衆衛生上の緊急事態

（PHEIC）を 2020 年 1 月 30 日に宣言し，3 月 11 日にパン
デミック（世界的流行）相当との認識を示した。我が国で
は，同年 1 月中旬から感染者が確認されはじめ，2 月 3 日
に横浜港に寄港したクルーズ船で多数の感染者が確認され
た。その後，屋形船，スポーツジム，病院など，様々な場
所で集団感染（クラスター感染）が発生した。2 月 25 日に
厚生労働省に“クラスター対策班”が設置され，3 月 1 日に
厚生労働省は新型コロナウイルスの感染拡大の予防策とし
て，“新型コロナウイルスの集団感染を防ぐために”を公表
した。集団感染の共通点として，換気が悪く，人が密に集
まって過ごすような空間，不特定多数の人が接触する恐れ
が高い場所を挙げた。

感染拡大の波が収まらない中，行政機関から様々な啓発
や要請が随時行われた。本稿では，我が国の新型コロナウ
イルス感染症（COVID‒19）に対する建築環境に関する対策
について，著者の認識を記す。

1．感染拡大初期の建築環境対策
感染拡大初期には，感染対策に必要な情報が不足してい

た。ウイルス発生量は，インフルエンザの場合には感染者
によってオーダーレベルの差がある 1）が，新型コロナウイ
ルスの場合には，まったく分かっていなかった。さらに，
ウイルスを含む飛まつ（沫）が人体に侵入した後の挙動や感
染に関する機序も不明であった。したがって，飛まつの粒
径による挙動の違いがどれほど感染に影響するのか，とい
う最も重要な点についても明らかになっていなかった。こ
れらは，現在でも解明すべき課題となっている 2），3）。ただ
し，感染者の隔離施設については，空気感染を防ぐための
換気などの基準があったが 4）〜9），この基準を満たす建築物
は極めて少なく，感染予防の条件として適応することは不
可能であった。

クラスター対策班の分析によって，感染クラスターが発
生した屋形船，レストラン，スポーツジムの室内環境の特
徴として，人の密度が高いことに加え，換気が悪く，鍋料
理や運動による水蒸気発生が多いことが挙げられた。図-1
に示すように，感染者から放出されたウイルスを含む飛ま
つは，粒径によって挙動が異なる。したがって，飛まつの
挙動から感染リスクを測るためには，感染者との距離，室
内気流，換気量，室間気圧差など，様々な室内環境要素を
考慮した分析が必要である。このような状況の中で，クラ
スター発生空間の分析においては，図-2 に示すような空
間の特性が注目された。人が多く運動や発声で呼気量が多
いと水蒸気発生量が多くなり湿度が高くなる。換気量が少

図-1　室内環境中のウイルスの挙動

図-2　換気の悪い密閉空間の特性

我が国における新型コロナウイルス感染症に対する建築環境対策
林 　 基 哉　北海道大学大学院

キーワード： 新型コロナウイルス感染症（Novel Coronavirus Disease），飛まつ感染（Splash Infection），空
気感染（Airborne Infection），建築物衛生法（Law for Environmental Health in Buildings），ク
ラスター感染（Cluster Infection）
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ないと水蒸気排出量が少なくなり湿度が高くなる。ウイル
スや二酸化炭素（CO2）も同様に発生量が多くなり，換気量
が少ないと濃度が高くなる。したがって，湿度や CO2 濃
度が高い室内環境は，ウイルス濃度が高くなる特性を持っ
ている。また，被感染者が運動や発声などで呼吸量が多く
なっていると，ウイルスの吸引量が多くなり，感染リスク
が高まると考えられる。

湿度が感染に与える影響は複雑であり，その機構は明ら
かになっていない 10）〜13）。インフルエンザウイルスに関す
る実験では，湿度が低いと空気中のウイルスの生存時間

（感染力の持続時間）が長くなる。また，湿度が高い場合も
生存時間が長くなる。気道粘膜の維持のために低湿度を避
ける必要があるが，ウイルスの生存時間の点では高湿度も
避ける必要があると考えられる。クラスター発生空間で
は，ウイルス濃度が高いことに加え湿度が高いことによっ
て感染リスクが二重に高められた可能性が否定できなかっ
た。従来のインフルエンザの感染対策では，冬期に換気量
を確保し湿度を維持することが求められている。換気量を
増やすと水蒸気排出量が増え加湿負荷が増大してしまう。
このため，換気量を適正に制御して湿度を維持することが
必要となる 14）。しかし，新型コロナウイルスの感染予防に
適した湿度域が従来のインフルエンザの場合と異なる可能
性は否定できない。

換気は飛まつ感染対策の基本であるが，感染抑制に必要
な室内環境の条件は明らかとなっていない。どの程度の換
気量を必要とするかについても不明である。空気中のウイ
ルス濃度を下げるためには換気量が多いほどよいが，熱中
症や冬期ヒートショックなどの健康リスクの対策のための
室内温湿度の維持，暖冷房や機械換気のためのエネルギー
消費を考慮すると，換気量には一定の上限が必要である。
したがって感染者の存在する確率や感染者の重症化率など
を踏まえたリスク管理の考え方を構築する必要がある。そ
の基礎として，クラスター発生空間の室内環境と感染に関
する調査分析，感染者からのウイルス放出性状，ウイルス

の許容暴露に関する研究が急務である。
このため，令和 2 年度厚生労働科学研究“新興・再興感

染症のリスク評価と危機管理機能の実装のための研究”に
よって，クラスター感染空間の環境調査と環境ガイドライ
ンの作成の研究が始められた。本研究は，クラスター対策
班，関係自治体，国立保健医療科学院（林　基哉，山田裕
巳，小林健一，阪東美智子，金　勲，開原典子），北海道
大学（羽山広文，森　太郎，菊田弘輝），工学院大学（柳　
宇），東京工業大学（鍵　直樹），熊本大学（長谷川麻子），
他の協働によって始められた。表-1 に主な調査対象（調査
中を含む）を示す。クラスター発生空間，類似空間などと
して，展示会場，病院，事務所，接待及び音楽を伴う飲食
店，教室などを対象としている。以下に，一部の調査事例
の概要を示す。

冬期に展示会が実施された空間を対象に，換気空調設備
の調査及び CO2 を用いた換気量測定を行った。図-3 に示
すように，空気循環式の換気暖房システムが設置されてお
り，ダンパで換気量が制御されている。通常はダンパ開度
が 25％に設定されていた。空間中央部で CO2 ボンベから
ガスを放出し扇風機でかくはんして濃度を上昇させた後
に，空間内の 7 カ所の濃度を連続測定し，7 カ所の平均濃
度の減衰速度から換気量を換算した。換気量はダンパ開度
25％の状態では約 2 000 m3／h であった。展示会の在室状
況を考慮すると，1 人当たりの換気量は一時的に 20 m3／h
程度となったが，ほとんどの時間は 30 m3／h を上回ってい
たと考えられた。

夏期に感染者の治療を行った病室を起点としたクラス
ター感染が発生した病院を対象に，換気空調設備，病棟の
気流性状，病室の換気量，拡散性状の調査を行った。対象
の病棟には，第 1 種換気設備が設置されており，空調によ
る空気循環は行われていない。病室の給気は排気よりも多
く，トイレや汚物室から排気されている。したがって，病
室の空気は，廊下を経由してから排気されている。
図-4 に示すように，1 人の感染者への酸素供給などの医

表-1　クラスター発生空間の室内環境調査

空間用途 換気空調，感染対策，感染状況など

展示会場 循環式換気暖房，一連の空間（事前会議，展示会，懇親会）で感染

病院
（一般病棟・コロナ病棟，計 8 件）

挿管などの医療行為によるエアロゾル発生，病室を起点に医療スタッフなどに感染
換気空調設備の老朽化，省電力などによる一時的・部分的な換気不良

飲食店
（接待・音楽，約 80 件）

一部の対象でクラスター感染
高い在室密度，感染対策（ドア開放，空気清浄器，遮蔽など）

事務所 換気設備の老朽化に伴う停止，夏期の雨天時の窓閉鎖

高齢者施設（2 件） 感染対策（窓開け換気，加湿など）

教室（約 20 件） クラスター感染なし
感染対策（ドア開放，窓開け換気，CO2 濃度モニタなど）
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療行為が行われている状況を想定し，病床の頭部で CO2

とエアロゾルを発生させた。ドライアイスを使用して CO2

を発生させ，経口補水液からネブライザーでエアロゾルを
発生させた。CO2 については，病室の近く（廊下，病室，
ナースステーション）で応答がみられた。エアロゾルにつ
いては，病室ドアの下部，廊下でパーティクルカウンター
を用いて連続測定を行った。ドア下部（図-4 の P 1）では応
答がほとんどみられず，廊下（隣室ドア横・高さ 120 cm）
で応答がみられた。同図に示すように，スモークテスター
によって確認した結果，天井給気に伴う下降気流によっ
て，ドアの床面近傍を通って廊下に流出する経路があるこ
とが明らかとなった。医療行為のために常時ドアが開放さ
れていたこと，病室の給気が排気より多いこと，天井給気
の気流の影響によって，病室内のエアロゾルが他の空間へ
流出していたことが確認された。

夏期に，クラスター感染が発生した大規模な事務室を対
象に，換気空調設備の調査を行った。対象空間では，換気
設備の老朽化に伴って，運転が行われていない状況で，雨
天のため窓を閉鎖していた。築後年数が大きく開口部など
の隙間は多いと考えられたが，内外温度差が少ない時期で
あり，1 人当たりの換気量は非常に少ないと考えられた。

これまでの調査では，換気量の不足によってエアロゾル
の空間拡散による感染の可能性があること，医療や音楽な
どに伴うエアロゾル発生が多い場合に，空間拡散に加えて
気流移動や空間移動に伴う感染の可能性があることが示さ

れた。今後，ウイルスを含むエアロゾルの粒径による，室
内空間における挙動の違いとともに感染力の違いに関する
知見が得られれば，建築環境における効率的な対策を明ら
かにすることができると考える。

2 ．新型コロナウイルス感染症に対する建築環
境対策
新たに発生した感染症に対しては，進行する感染事例の

分析によって対策を立案し，速やかに実施することが重要
である。前述のとおり，厚生労働省はクラスター対策班の
分析に基づき，3 月 1 日に“新型コロナウイルスの集団感
染を防ぐために”を公表した。その中で，換気対策の必要
性が示された。その背景には，日本の建築物における換気
の全体像が不明であるとともに，換気に関する基準を満た
さない，場合によっては大幅に換気量が少ない建築物が存
在している可能性が否定できないことがある。

2．1　“換気の悪い密閉空間”を改善するための対策 15）

厚生労働省は，クラスター対策班の分析，建築物衛生法
に係る換気の実態を踏まえ，3 月 30 日に“商業施設等にお
ける ‘換気の悪い密閉空間’ を改善するための換気につい
て”を公表し，建築物衛生法に対応した換気量の確保の徹
底と，換気設備の調整や窓開けによる換気量の増加を推奨
した。以下にその概要を示す。

厚生労働省新型コロナウイルス対策本部は，新型コロナ
ウイルス感染症対策専門家会議の“新型コロナウイルス感

図-3　会場の換気空調設備

展示会場
容積 413．7　m²×4　m＝約 1　655　m³

給気ダクト

給気
約 8　000　m³/h

外気

排気

送風機

加熱コイル

フィルタ

ダンパ

排風機
ダンパ

還気ダクト

ミキシング
チャンバ 還

気

図-4　病室の換気と気流の状況

CO₂・エアロゾル発生

CO₂濃度計

175　m³/h
ドア開

247　m³/h

142　m³/h 70　m³/h

P1：パーティクルカウンタ
（h/400）

感染者の病室

窓閉

廊下
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染症対策の見解”（2020 年 3 月 9 日及び 3 月 19 日公表）を
受けて，“換気の悪い密閉空間”を改善するために，多数の
人が利用する商業施設等における換気等の措置について，
有識者の意見を聴取しつつ，文献，国際機関の基準，国内
法令基準などを考察した。その結果，“換気の悪い密閉空
間”はリスク要因の一つに過ぎず，1 人当たりの必要換気
量を満たすだけで，感染を確実に予防できるということま
で文献などで明らかになっていないことを踏まえて，以下
の見解を示した。建築物衛生法における空気環境の調整に
関する基準に適合する，必要換気量（1 人当たり毎時
30 m3）を満たすことを，“換気が悪い空間”には当てはまら
ない条件とした。それに基づいて，以下のいずれかの措置
を講ずることを商業施設などの事業者に推奨した。

機械換気（空気調和設備，機械換気設備）による方法とし
て，建築物衛生法における特定建築物に該当する商業施設
などについては，同法に基づく空気環境の調整に関する基
準が満たされていることを確認し，満たされていない場
合，換気設備の清掃，整備などの維持管理を適切に行うこ
とを示した。特定建築物に該当しない商業施設などにおい
ても，建築物衛生法の考え方に基づく必要換気量（1 人当
たり毎時 30 m3）が確保できていることを確認すること，
必要換気量が足りない場合は 1 部屋当たりの在室人数を減
らすことで 1 人当たりの必要換気量を確保することも可能
であることを示した。窓の開放による方法について，換気
回数を毎時 2 回以上（30 分に 1 回以上，数分間程度，窓を
全開する）とすること，空気の流れを作るために複数の窓
がある場合には二方向の壁の窓を開放すること，窓が一つ
しかない場合にはドアを開けることを推奨した。そして，
施設の管理権限者は以上を踏まえて維持管理することに留
意することが求められた。なお，特定建築物とは，興行
場，百貨店，集会場，遊技場，店舗などの用途に供される
延べ床面積が 3 000 m2 以上の建築物などであって，多数
の者が使用・利用するものをいう。

3 月 31 日には“新型コロナウイルス感染症の大規模な感
染拡大防止に向けた職場における対応について”を通知
し，その中でも上記の対応を要請し，4 月 2 日には“特定
建築物における空気調和設備などの再点検について”を通
知し，改めて換気量確保の徹底を要請した。合わせて，4
月 3 日に商業施設の管理権限者へ向けて“ ‘換気の悪い密閉
空間’ を改善するための換気の方法”を公表し，特定建築物
と特定建築物以外の建築物における換気対策のガイドを示
した。

これらの通知などにおいては，1 人当たり必要換気量約
30 m3 を毎時確保することを基本としている。これは，既
往の換気設計で確保されるべき換気量の確保を最低条件と
して示したことを意味する。さらに，クラスター発生の要

因である密集への対策を踏まえ，居室単位の必要換気量で
はなく 1 人当たりの必要換気量を確認し，不足する場合に
は在室者数の制限を求めた。前述のとおり新型コロナウイ
ルスの感染を抑制するための必要換気量が明らかになって
いない中で，窓開け換気の励行が推奨された。しかし，窓
の有無，開口面積や方位など，様々な条件で期待される効
果が異なるため，具体的方法の表示は困難であった。

5 月 4 日の新型コロナウイルス感染症対策専門家会議
で，“新型コロナウイルスを想定した ‘新しい生活様式’ ”が
示され，感染防止の三つの基本である①身体的距離の確
保，②マスクの着用，③手洗いや，“3 密（密集，密接，密
閉）”を避けるなどの対策をこれまで以上に取り入れた生活
様式の実践が求められた。

2．2 　夏期における“換気の悪い密閉空間”を改善す
るための換気 16），17）

4 月中旬から建築衛生分野の研究者ら 18）によって夏期に
向けた換気対策の検討が行われた。梅雨時や夏期には，窓
の開放によって冷房や除湿の効果が得られなくなり，室内
環境が悪化し，熱中症，不眠，カビ・ダニによるアレル
ギー症状などの健康リスクが高まる可能性がある。このた
め，夏を前に新たな知見の収集，用途ごとの換気空調対
策，熱中症対策を踏まえた感染対策について検討し，5 月
20 日に“新型コロナウイルス感染症予防のための夏期にお
ける室内環境対策 建築衛生分野の研究者からの提言”がま
とめられ，新型コロナウイルス感染症対策専門家会議，厚
生労働省新型コロナウイルス対策本部の関係者などに提供
された。また，国立保健医療科学院のサイトで公表され
た。

この提言では，現時点でのエビデンスからは換気量など
の具体的な基準値を示すことが難しい状況の下で，夏期の
熱中症対策のために換気量を抑制せざるを得ないことを踏
まえ，図-5 に示すように推奨される空調・換気の対策を
示している。

この提言では，以下の結語を示した。
【すべての室内空間について】
①　新型コロナウイルスの感染防止のためには，換気の

確保が必要である。
②　窓などの開放は換気に有効であり，より大きくより

長く開放することが望まれる。
③　夏期には，熱中症対策など健康維持のために冷房が

必要である（冬期には，ヒートショック対策など健康
維持のために暖房が必要である）。

④　一般のエアコンでは換気が行えないため，機械換気
及び窓などの開放が必要である。

⑤　窓などの開放時には，虫や鼠などの衛生動物に対す
る対策が必要である。
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【空調・換気設備を有する場合】
⑥　設備の維持点検によって，設計換気量が得られるこ

とを確認する。
⑦　1 人当たりの換気量を確保するために，在室人数を

制御する。また，在室時間を短くする。
⑧　空調・換気設備の調整による換気効果の向上，空気

清浄器の利用，冬期の加湿器の利用などの対策につい
ては，建物用途，空調・換気設備，使用状況に応じた
検討が必要である。

環境省と厚生労働省は，5 月 26 日に自治体などに“令和
2 年度の熱中症予防行動について（周知依頼）”を通知し，
新型コロナウイルス感染症対策を踏まえた熱中症予防の周
知を求めた。また，厚生労働省新型コロナウイルス対策本
部は，有識者の意見を聴取しつつ，文献，国際機関の基
準，国内法令基準などを考察し，推奨される方法を検討
し，6 月 17 日に“熱中症予防に留意した ‘換気の悪い密閉
空間’ を改善するための換気について（参考資料）”を公表し
た。

換気機能のない冷暖房設備しか設置されていない商業施
設などの場合，最高気温が 30℃ 以上の真夏日や，35℃ 以
上の猛暑日のように外気温が高いときは，必要換気量を満
たすための換気（30 分ごとに 1 回，数分間窓を全開にする）
を行うと，ビル管理法で定める居室内の温度（28℃ 以下）
及び相対湿度（70％以下）の基準を維持できないことが想
定されるため，熱中症の発生を防止するために以下に留意
して換気などを行う必要があるとした。

居室の温度及び相対湿度を 28℃ 以下及び 70％以下に維
持できる範囲内で，二方向の窓を常時，できるだけ開け
て，連続的に室内に空気を通す。この際，循環式エアコン
の温度をできるだけ低く設定する。一方向しか窓がない場
合は，ドアを開けるか，天井や壁の高い位置にある窓を追
加で開けることを示した。

居室の温度及び相対湿度を 28℃ 以下及び 70％以下に維
持しようとすると，窓を十分に開けられない場合は，窓か
らの換気と併せて，可搬式の空気清浄器を併用することも
有効であり，併用に当たっては，空気清浄器は，HEPA
フィルタによるろ過式で，かつ，風量が 5 m3／min 程度以

上のものを使用すること，人の居場所から 10 m2（6 畳）程
度の範囲内に空気清浄器を設置すること，空気のよどみを
発生させないように，外気を取り入れる風向きと空気清浄
器の風向きを一致させることに留意することを求めた。

換気機能を持つ空調設備が設置された建築物では，ビル
管理法における空気環境の調整に関する基準に適合するよ
うに空調設備の外気取り入れ量などを調整することで，必
要換気量（1 人当たり毎時 30 m3）を確保し，居室の温度及
び相対湿度を 28℃ 以下及び 70％以下に維持することを示
した。

以上のように，窓を開けて換気する場合の留意点，空気
清浄器を併用する際の留意点などが示された。さらに，

“新型コロナウイルスに関する Q&A（一般の方向け）”で，
本格的な夏の到来の中で，家庭用エアコンと換気について
の情報を発信した。熱中症予防にはエアコンなどを使用す
ることが必要であることを示すとともに，一般的なエアコ
ンに換気機能がないことへの注意喚起を行った。また，室
内の空気が 1 時間に 2 回以上入れ替わるような換気を確保
することを推奨するとともに，24 時間換気システムなど
の機械換気の利用方法を示した。

2．3 　冬期における“換気の悪い密閉空間”を改善す
るための換気 18）

厚生労働省新型コロナウイルス対策本部では，冬期の外
気温が低い環境下において，換気の悪い密閉空間の改善と
適切な室温及び相対湿度の維持をどのように両立するかに
ついて，有識者の意見を聴取し，文献，国際機関の基準，
国内法令基準などを考察し，その結果を以下のようにまと
めた。

換気機能を持つ冷暖房設備や機械換気設備が設置された
商業施設などは，機械換気設備などの外気取り入れ量など
を調整することで，必要換気量（1 人当たり毎時 30 m3）を
確保しつつ，居室の温度及び相対湿度を 18℃ 以上かつ
40％以上に維持する。換気機能を持つ冷暖房設備や機械
換気設備が設置されていない商業施設など，または，機械
換気設備などが設けられていても換気量が十分でない商業
施設などは，暖房器具を使用しながら窓を開けて，居室の
室温温度及び相対湿度を 18℃ 以上かつ 40％以上を維持し
つつ，適切に換気を行う必要がある。温度及び相対湿度を
維持するため，居室の温度及び相対湿度を 18℃ 以上かつ
40％以上に維持できる範囲内で，暖房器具を使用しなが
ら，一方向の窓を常時開けて，連続的に換気を行うこと，
加湿器を併用することも有効であることに留意することを
求めた。

居室の温度及び相対湿度を 18℃ 以上かつ 40％以上に維
持しようとすると，窓を十分に開けられない場合は，窓か
らの換気と併せて，可搬式の空気清浄器を併用することは

図-5　夏期の新型コロナウイルス感染症対策のための換気

新型コロナウイルス感染症対策

1 人当たり換気量

機械換気

窓開け換気

空調（冷暖房除加湿）の能力向上

防虫（網戸…），防犯（鍵，格子…）

維持管理（運転確認，フィルタ清掃）

在室者の密度抑制
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換気不足を補うために有効である。併用に当たっては，空
気清浄器は，HEPA フィルタによるろ過式で，かつ，風
量が 5 m3／min 程度以上のものを使用すること，人の居場
所から 10 m2（6 畳）程度の範囲内に空気清浄器を設置する
こと，空気のよどみを発生させないように，外気を取り入
れる風向きと空気清浄器の風向きを一致させること，に留
意することを求めた。

換気が必要換気量を満たしているかを確認する方法とし
て，室内の CO2 濃度を測定し，その値が 1 000 ppm を超
えないことを監視することも有効である。ただし，窓開け
換気に加えて空気清浄器を併用する場合，CO2 濃度測定は
空気清浄器の効果を評価することができず，適切な評価方
法とはならないことを示した。
2．4　季節を踏まえた換気対策
以上のように，厚生労働省は季節ごとに気象条件に応じ

た換気対策を推奨してきた。この背景には，我が国の建築
物の室内環境に伴う健康リスクの実態がある。1990 年代
以降に顕在化したシックハウス症候群，化学物質過敏症，
建築物衛生法の特定建築物における空気環境基準に対する
不適建物の 1999 年度以降に見られる増加，事務所ビルに
おけるシックビルディング症候群に関する実態が報告され
ている（厚生労働科学研究“建築物衛生管理基準の検証に関
する研究”など）。また，真菌・ダニなどによるアレル
ギー，室内温度がリスク因子となる高血圧症，脂質異常
症，温度差が原因で発症する虚血性心疾患，脳血管疾患な
どの多様な住居環境に関わる健康リスクに関する医学分野
の知見の整理が行われている（厚生労働研究“健康増進に向
けた住宅環境整備のための研究”など）。感染対策のための

換気量増大は，室内空気質を向上させる面があるが，温湿
度環境を悪化させるため，換気量には上限が必要である。
しかし，感染対策のために必要な換気量が明らかになって
いないことから，季節の気象と室内温湿度条件を踏まえた
窓開放の方法を示すにとどまっている。
図-6 に示すように，窓開放による換気は，外部風と内

外の温度差の影響を受ける。中間期には，換気量の確保に
よる室内温湿度への影響は小さいが，夏期や冬期には影響
が大きい。特に内外の温度差が大きい冬期には，換気量の
影響が大きいため，より安定した換気量を維持できる開放
の方法が望まれる。このため，感染拡大初期に推奨され
た，外部風の影響を受けより換気量が確保できる二方向の
開放に代わって，一方向の開放が推奨された。一方向の開
放は，外部風の風向風速の影響を受けづらいために，内外
の温度差による開放程度の調整によって，比較的安定した
換気量が確保できる。また，外気流入による温度低下を防
止するために，窓の近くの放熱器による加温，非使用空間
経由の外気導入による温度緩和（2 段階換気）を推奨した。

今後は，季節の気象条件のみではなく，空間用途，行
為，在室密度，感染者存在の可能性などのリスク要因のレ
ベルに対応する，効果的な建築環境対策の立案が必要であ
る。

お わ り に
新型コロナウイルス感染症による肺炎が確認されてから

1 年がすでに経過したが，建築環境における感染メカニズ
ムはまだ明らかとなっていない。今後，クラスター発生空
間の調査，温湿度などの環境要素と感染力の関係に関する

図-6　季節の気象条件を踏まえた換気方法

季　節 室内環境 常時開放 一時開放 換気動力 留意点

夏期　
冷房時

28℃ 以下
（RH 70％以下）

二方向
小さく開放

二方向
大きく開放

風力
（外部風の風速・風向
の変化に伴い換気量が
変動する。）

二方向開放について
・大きな換気量を得ることができる。
・雨の吹込み，換気量の変化に応じて，開放程度を

調整する必要がある。中間期 18〜28℃
（RH 40〜70％）

二方向
大きく開放

冬期　
暖房時

18℃ 以上
（RH 40％以上）

一方向
小さく開放

一方向
大きく開放

内外温度差
（内外の温度差によっ
て換気量が変化する。）

一方向開放について
・風の影響を受けづらく，暖房により室温が安定す

ると，安定した換気量が得られる。
・開放窓近くの暖房機，使用していない空間を利用
（2 段階換気）して，冷気対策を行う必要がある。

RH：相対湿度
注　室内環境による健康影響への配慮が必要な高齢者などの場合は，より望ましい室内環境が必要である。

二方向開放（風力換気） 一方向開放（温度差換気） 一方向開放・2 段階換気（温度差換気）
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実験など様々な研究によって感染メカニズムを解明すると
ともに，それを踏まえた感染リスク管理に関する研究が必
要である。超高齢社会の中，温暖化対策を進めながら気候
変動に伴う災害とウイルス感染症への備えが求められてい
る。新たなウイルス感染症の感染力と被害のレベルを多段
階で想定して，建築とその維持管理に必要な投資を行うべ
き時代となったと考える。
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Countermeasures on building environment to-
ward COVID-19 in Japan
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Synopsis　This report shows the approaches to the in-
fection control of novel coronavirus in buildings based on 
the reports and opinions till December 2020  in Ministry 
of Health, Labour and Welfare  in Japan. At  the begin-
nings of  infection spread,  the cases of  infected clusters 
were analyzed and an enclosed space with pour ventila-
tion was considered to be a  factor  in  infected clusters. 
Though the  infectivity of  the virus was still unknown, 
the  required ventilation  rate was  shown according  to 
Law for Environmental Health  in Buildings.  In summer 
ventilation methods were shown with  the countermea-
sure against heatstroke and  in winter ventilation meth-
ods were  shown with  the  countermeasures  against 
health risks caused by coldness in buildings.
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都市ガスコージェネレーションの計画・設計と運用

　本書は建築設備業務に携わる方々が、コージェネレーションの計

画・設計を行うにあたり実務的かつ段階的に知見が得られるように構

成を行った。

　また、可能な限り平易に解説しており、実務者のみならず学生の
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新型コロナウイルス感染症（COVID-19）とその対策
に関連のある学会，協会，団体はガイドラインやマ
ニュアルを手懸けるほか，特設サイトを開設して情報
リンクし，シンポジウムや講習会の開催，政府からの
指針と通知を紹介している。3密対策では換気や空調
の重要性が言われている中，本学会や日本建築学会か
ら換気と空調に関するガイドラインやマニュアルが作
成・公開されている一方で，医療現場と建築・設備の
ような分野横断的な連携は依然と貧弱に見えるのは残
念である。
本稿では COVID-19に関連して主要な情報を発信

している学会，協会，団体の活動について紹介する。

は じ め に
新型コロナウイルス感染症（COVID‒19）が身近な問題と

して認識され始めたのは，2020 年 2 月 3 日“ダイヤモン
ド・プリンセス号”が横浜港に到着したことが切っ掛けで
はないだろうか。乗客・乗務員の下船まで丸 1 カ月かか
り，その対応を巡って様々な見解が飛び交った。

クルーズ船入港から 1 カ月も経たない 2 月 27 日には全
国小中高校の臨時休校の要請が，3 月 24 日に東京五輪・
パラリンピック延期，4 月 7 日には 7 都道府県に緊急事態
宣言が発出された。

対岸の火事のごとく傍観していたことがあっという間に
自分の身に降りかかってくるのにかかった時間は 1 カ月も
なかった。

世界保健機関（WHO）が世界的な緊急事態を宣言したの
が 1 月 30 日だったが，国内の専門家会議と厚生労働省が
3 密対策を打ち出したのはそれからわずか 1 カ月後の 3 月
9 日である。

それに続いて，本学会と日本建築学会共同の換気に対す
る緊急提案が出され，以降は換気，空調，衛生設備，消毒
など様々な分野に関する対策と提案が行われた。

COVID‒19 に少しでも関連のある学会，協会，団体は
ガイドラインやマニュアルを作成する一方，特設サイトを
開設して情報リンクし，シンポジウムや講習会の開催，政
府からの指針と通知などを紹介している。その活動に程度
や規模の違いはあるが，内容は大同小異に見える。中でも

多くの情報発信を行っているのは医療関連分野であり，本
学会は 3 密対策と換気・空調・衛生設備に関連した情報発
信を行っている。

本稿の準備で情報収集と関連学会団体を調べて感心した
のは，各分野専門家の知恵と努力が総集された素晴らしい
ガイドラインやマニュアルの存在だった。その発信も
COVID‒19 が国内で騒がれ始めた 2020 年 2～3 月に集中
的に行われ，迅速な危機対応がなされていた。一方で，医
療現場と建築・空調換気設備のような分野横断的な交流と
組織的なサポートはあまり行われていなかったことは甚だ
残念であり，私自身深い反省の契機となった。

COVID‒19 関連情報を一目瞭然にまとめ上げているの
は国立国会図書館リサーチ・ナビ 1）であり，新型コロナ関
連で 12 件のウェブサイト集を掲載している（表-1）。

学会関連では“新型コロナウイルスに関する主な学会な
どウェブサイトの特集ページ”が開設され，主要情報を発
信している国内の学会団体を網羅して紹介している。ここ
には，“1．医療（一般向け・専門家向け）”，“2．医療（主に
一般向けの内容）”，“3．医療（主に専門家向けの内容）”，

“4．健康・心理”，“5．その他”と区分して，COVID‒19

表-1 　新型コロナウイルス関連主題別ウェブサイト集（国立国
会図書館リサーチ・ナビ）1）

1）　新型コロナウイルスに関するウェブサイト集（アジア・中東・
アフリカ）

2）　新型コロナウイルスに関するウェブサイト集（世界・日本）
3）　新型コロナウイルスに関するウェブサイト集（大洋州・北米・

中南米・欧州）
4）　新型コロナウイルスに関する主な出版者等ウェブサイトの特

集ページ
5）　新型コロナウイルスに関する主な医療機関等ウェブサイトの

特集ページ
6）　新型コロナウイルスに関する主な学会等ウェブサイトの特集

ページ
7）　新型コロナウイルスに関する主な新聞社ウェブサイトの特集

ページまとめ（国内版）
8）　新型コロナウイルスに関する主な新聞社ウェブサイトの特集

ページまとめ（海外版）
9）　新型コロナウイルスに関する図書館等の取組
10） 新型コロナウイルスに関する通知・通達（日本国内府省など）
11） 新型コロナウイルスのオープンデータサイト集
12） 新型コロナウイルスの産業・労働関係への影響について調べ

るには

他学会と協会の取り組み
金 　 　 勲　国立保健医療科学院　正会員

キーワード：�新型コロナウイルス（Novel�Coronavirus），新型コロナウイルス感染症（COVID‒19），ガイド
ライン（Guideline），マニュアル（Manual），学会（Academic�Society），協会（Association）
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に関連した主要情報と学会のリンクを紹介している。本学
会，日本建築学会，室内環境学会は“4．健康・心理”カテ
ゴリーに紹介されている。ちなみに，同サイトには“新型
コロナウイルスに関する主な新聞社ウェブサイトの特集
ページまとめ（国内版）”も設置されており，国内の報道記
事をまとめている。

本稿で紹介する学会と協会，団体はごく一部であるが，
医療系のガイドラインなどを見ると，換気と設備に関する
話が頻繁に登場するのは鼓舞的なことと受け止められるも
のの，その内容は行政からの発信内容を受け売りに伝える
一般論レベルで実践的とは言えない。ここに紹介する学会
の情報からその内容をご覧になり，我が建築・設備分野が
医療をはじめ他分野とどのように協働していかなければな
らないかを顧みる切っ掛けになることを願う。

1．建築及び設備関連学会団体
1．1　日本建築学会
本学会と協働で緊急会長談話“新型コロナウイルス感染

症制御における ‘換気’ に関して（2020．3．23）”2）を発表し，
感染経路の理解と換気の重要性，また 3 密に関する解説を
行っている。これ以降，本学会及び日本建築学会に特別委
員会やワーキンググループ（WG）が設置されることにな
り，換気・空調の運用と管理，衛生器具の管理，建物用途
別の考え方などコロナ対策のための解説やマニュアルが発
表されるようになった。空気環境運営委員会傘下に“感染
伝播と空気質 WG”，“換気・通風による感染対策 WG”が
設置され，ウイルス特性や挙動・感染経路と対策などを前
者で，換気対策に関する研究活動や情報収集などを後者で
行っている。空気環境運営委員会は拡大委員会シンポジウ
ム“新型コロナウイルス感染対策への取り組み（2020．7．�
29）”で今後の活動への所信表明を行ったほか，学術大会期

間中に環境工学委員会と建築計画委員会の合同緊急研究会
として“環境工学と建築計画はコロナの時代にどう協働で
きるか？（2020．9．10）”を開催している（図-1）。2021 年度
学術大会では OS セッションとして“コロナ対策と室内環
境”を設けている。2021 年 5 月には一般向けの Q ＆ A 形
式の講演会，9 月開催の空気シンポジウムでも COVID‒19
をテーマとして企画している。

また，建築計画委員会，環境工学委員会，都市計画委員
会，建築社会システム委員会が協働で，社会ニーズに対応
した特別調査委員会として“ウイズ／アフターコロナに適応
する建築・都市に関する特別調査委員会”の設置が決ま
り，2021 年度から活動を開始する。

当該学会に COVID‒19 に関連した日本建築学会の活動
情報（リンク集 3））が設けられている。

1．2　室内環境学会
室内環境学会では，COVID‒19 による自粛が続く中，

自粛緩和時の交通機関や公共施設などにおける対策に資す
る研究や議論を行う場として，2020 年 4 月に“室内環境に
おける新型コロナウイルス感染対策 WG”を立ち上げた。
また，“新型コロナウイルスの感染対策に有用な室内環境
に関連する研究事例の紹介（2020．4）”4）を当該学会ホーム
ページで公開した。

研究活動として，東京都内の某自治体の協力のもと，避
難所における換気，気流や粒子の広がりについての計測を
実施し，避難所における感染対策についての検討を実施し
ている（写真-1）。その他，路線バスなどの公共交通機関の
車内における換気及び粒子の挙動に関しても，産業総合技
術研究所，国立保健医療科学院など複数の研究機関や企業
と共同で調査を実施している。さらに，これらの場におい
て，飛まつ（沫）感染・飛まつ核感染（空気感染）・接触感染
の各経路からの感染リスクに関しても，情報収集・評価を
行っている。2020 年 12 月の学術大会では，“環境アレル
ギーと新型コロナ感染症対策の最前線”というテーマでシ
ンポジウムを開催し，感染対策に資する様々な研究の紹介

図-1　環境工学委員会と建築計画委員会の合同緊急研究会ポスター

写真-1　災害時に避難所として使用される施設の換気調査の様子
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と議論がなされた。
1．3　日本医療福祉設備協会
日本医療福祉設備協会 5）は病院設備設計の HEAS 規格

でよく知られており，病院設備設計ガイドライン（空調設
備編）HEAS‒02 が 2021 年改定発行される予定である。ま
た，“衛生設備編（HEAS‒03）”，“電気設備編（HEAS‒04）”
が 2021 年 3 月発行されている。独自ガイドライン作成な
どは行われておらず，HEAS‒02 も COVID‒19 流行を受け
ての改定ではないが，COVID‒19 を踏まえて感染症対策
を考慮した空調・換気設計基準がアップデートされると予
想される。

2．医療関連学会
2．1　日本医師会
普段から“感染症関連情報”サイト 6）に風疹，デング熱，

新型インフルエンザなどの感染症情報を発信しているが，
同サイト内に COVID‒19 関連情報を掲載している。
COVID‒19 の上位画面には 10 個余りのキーワード的な簡
潔な列挙になっているが，その中にさらに関連情報が階層
的に連なっており，それぞれの内容に関連した提言・声
明・ガイドライン・動画など密度高く情報掲載している。
また，日本医師会 COVID‒19 有識者会議のリンク 7）を設
け，会議による情報の全体図が見られるようになってい
る。医師や医療機関を対象にした情報が多く，ワクチンと
予防接種，新型コロナウイルス感染症対応医療従事者支援
制度，緊急包括支援交付金（医療分），新型コロナウイルス
感染症の正しい理解などの情報発信を行っている。また，

“新型コロナウイルス感染症ガイド―役立つリンク集”をま
とめており，中には PCR 集合検査場を作る工夫，ドライ
ブスルーPCR 検査場マニュアル，国内外の対策例，各学
会・医学会などの外来における新型コロナウイルス感染症
への対策（寄稿），医学系の各学会の対策や診療対応などを
整理している。

また，医学会には，日本医学会連合 8）といった日本医師
会をはじめ 130 を超える医学会が所属している連合体があ
り，連合名で声明を出している。

2．2　日本呼吸器学会
COVID‒19 患者に至近距離で対処しなければならない

呼吸器分野でもあり，ホームページのメイン画面に
COVID‒19 関連情報 9）のバナーを出して積極的な情報発信
をしている。

国内コロナ発生初期に“新型コロナウイルス感染症拡大
を受けて（2020．3．2）”と理事長名で所信表明を示し，呼吸
機能検査の実施について（2020．3．27），米国感染症学会か
らの COVID‒19 診療ガイドラインにおける推奨治療薬に
関する紹介（2020．4．20）など，迅速かつ積極的に情報公開

と対応策を打ち出している。
当該学会と日本救急医学会・日本臨床救急医学会・日本

感染症学会が共同で，医療従事者向けの“新型コロナウイ
ルス感染症流行下における熱中症対応の手引き（2020．7）”，
一般向けの“新型コロナウイルス感染症の流行を踏まえた
熱中症予防に関する提言（2020．6）”を発信している。

2020 年 7 月から“COVID‒19 の呼吸器を中心とした後遺
障害に関する調査”を開始し，その結果を公表している。
また，新型コロナウイルス感染症に関する会員（医療従事
者）向けアンケートを 4 回実施し，通常業務への支障や現
場での対策と問題点などを整理している。第 4 回目アン
ケート結果は 2021 年 2 月に公開された。

学会員間で情報共有し診療に役立てるため，各施設で利
用されている各種マニュアル集を募集して掲載する投稿シ
ステムも設けている。
2 . 3　日本歯科医学会
日本歯科医学会 10）は日本歯科医師会 11），日本歯科医学会

連合 12）と情報共有している。特に，WHO，厚生労働省，
首相官邸からの情報を重点的に紹介している。WHO“疾
病，傷害及び死因の統計分類第 10 版（ICD‒10）”における
対応について（2020．2），新型コロナウイルス感染症が疑わ
れる者の診療に関する留意点（厚生労働省，2020．3），国・
都道府県公式公益法人行政総合情報サイト“公益法人
information”の紹介をしている。

また，WHO による暫定ガイダンス“新型コロナウイル
ス感染症（COVID‒19）禍における必須の歯科保健医療サー
ビス提供に関する考察（2020．8）”について，日本歯科医師
会からの意見を表明している。

2．4　日本環境感染学会
当該学会は“病院感染を中心課題とし環境変化に起因す

るすべての感染症を対象とする”としている。2011 年の東
日本大震災では“避難所における感染対策マニュアル”を発
信している。COVID‒19 に関連指定は，メインページの
お知らせ一覧に“新型コロナウイルス感染症（COVID‒19）
への対応について”13）を掲載している。

また，複数のガイドラインを作成・発出している。“感
染蔓延期における医療体制の在り方とお願い―新型コロナ
ウイルス感染症患者を診療される先生方へ―（2020．4．�
24）”，“新型コロナウイルス感染症に対する臨床対応の考
え方―医療現場の混乱を回避し，重症例を救命するために
―（2020．4．2）”，“新型コロナウイルス感染症の現状と対策
―水際対策から感染蔓延期に移行するときの注意点

（2020．3．2）”などと，“医療機関における新型コロナウイル
ス感染症への対応ガイド（2020．2）（第 3 版は 2020．5）”を作
成・公開している。さらに，医療従事者に対するガイドや
情報発信では，院内・施設内感染対策のチェックリスト，
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呼吸用防護具の適正使用に関する注意喚起，胸部 CT 検査
の指針などを作成して発信しているほか，N 95 マスクの
例外的取扱い（厚生労働省）など資料の紹介とリンク付けを
している。

高齢者福祉施設従事者に対する相談窓口を紹介している
ほか，地域セミナーオンライン講習会“高齢者・介護・福
祉施設における感染対策（2020．12）”を開催，ホームページ
で動画を公開している。一般市民に対しては，COVID‒19
の注意事項，家庭内注意事項，市民の理解と行動などを発
信し，WHO アウトブレイクコミュニケーションガイドラ
イン（日本語版）を掲載している。また，関連情報として

“中華人民共和国国家衛生健康委員会の診療ガイドライン”
を紹介している。

2．5　日本リスク学会
感染リスクの評価と研究を専門にしていることから，

COVID‒19 発生初期から積極的な活動を見せている。会
長名で“新型コロナウイルス感染症リスク特設サイト”14）を
設け，COVID‒19 に関する国内外情報とリスクに関する
発信を一早く始めている。“環境表面のウイルス除染ガイ
ダンス”，“リスク用語解説ガイダンス”，“IASC（緊急時の
メンタルヘルスと心理社会的サポート（MHPSS）に関する
機関間常設委員会）新型コロナウイルス流行時のこころの
ケア”，“COVID‒19 リスクガバナンスの観点”，“コロナ
ウイルス疾患への対応―WHO ガイダンス和訳版”，“新型
コロナウイルス感染症とメンタルヘルス対策の必要性”な
ど複数のガイダンスやマニュアルを公開している。シンポ
ジウムとしては，“リスク学から感染症問題を考える

（2020．6）”，“マルチレベルのリスクトレードオフにどう取
り組むか―新興感染症対策における科学と現場の意思決定

（2020．11）”などを開催している。
また，“学会誌早期採択論文公開コーナー”では当該学会

が発行する学術雑誌に採択された論文からコロナ関連論文
を選抜して，速報性を重視し“科学技術情報発信・流通総
合システム（J‒STAGE）”への公開に先立って Post‒Print
版を掲載している。

2．6　日本薬理学会
コロナ対策としてのガイドライン作成などの活動はない

が，日本生理学会と連携して全国の大学における薬理学・
医学・生命科学部などを対象に“COVID‒19 に対する各大
学の対応と生理学及び薬理学教育への影響に関する緊急合
同調査（実施：2020．8～9）”を行い，その結果を 2021 年 1
月に公開している 15）。COVID‒19 以降の大学での講義，実
習の実施状況，オンライン講義のオンデマンドやライブ講
義に関する評価や課題，試験実施の方法と問題点，今後の
予定などをまとめている。

3．協 会 団 体
3．1　ペストコントロール協会
害虫や有害動物を駆除する企業と業者が所属する協会で

消毒の専門である。COVID‒19 に関しては，2020 年 2 月
3 日付けに“災害対策規程”により，新型コロナウイルスに
ついて迅速な対策を実施するため災害対策本部を設置し，
政府からの委託を受けて消毒対応を担っている。協会会員
のうち認定を受けた業者だけが新型コロナウイルスの消毒
業務に携わり，隔離収容施設や救急搬送車の消毒なども受
け持っている。
“新型コロナウイルス対策―自分で行う消毒マニュアル

―（2020．2．27／4．6 更新）”16）ではコロナウイルスに有効な薬
剤と使用方法を紹介し，清拭・散布による表面消毒，洗
濯，浸漬による消毒方法を解説している。

3．2　ビルディングメンテナンス協会
“ビルメンテナンス業における新型コロナウイルス感染

拡大予防ガイドライン（2020．5）”17）を作成・公開している。
また，首相官邸，厚生労働省，経済産業省など行政から発
出される情報及びマニュアルの紹介と整備をしており，

“新型コロナウイルスの消毒・除菌方法について”など厚生
労働省からのガイドラインがよく整理されている。ほかに
清掃，消毒，除菌，福祉・介護施設における対策などの動
画もホームページに公開している。

お わ り に
各学会や団体によるマニュアルや情報の発信は，

COVID‒19 の国内流行初期から比較的的確に行われてき
たのではないかと考えている。日本医学会連合や国立国会
図書館が各分野から発信される主要情報をまとめてリンク
集を作っていることは大変有意義でありがたい。

しかし，冒頭で述べたように，分野横断的な連携は非常
に貧弱な面があり，てんでんばらばらのようにも見える。
医療現場では換気の重要性が一人歩きしてスタッフの換気
盲信や空調への理解不足から，不安ばかりが募ることも耳
にしている。中には足りない人手とひっ迫する財政の中で
安い換気ファンで何とか病室環境を改善できないかと自作
改造したり，暗中模索と手探りといった苦慮が聞こえてく
る。陰圧病室不足を打開するために設置した家庭用換気扇
は結局，風が強い日には逆流が起きて慌ててファンを封鎖
してしまったという笑えない話も聞いている。

わらをもつかむ思いで対策に追われる病院や高齢者施
設，企業，飲食店や居酒屋に至るまで，我ら建築・空調の
専門家は社会と市民をサポートする責任があることは誰も
が感じているだろうが，私たちエンジニアも医療現場やそ
の関連情報になかなかアクセスできないのも事実である。
諸方に散らばっている素晴らしき情報をどのように統合し
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他学会と協会の取り組み／金　勲
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て，適材適所に提供できるか，本学会をはじめ権威ある学
会が他分野とどのように協働していくべきかを真剣に考え
る時期ではないだろうか。
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Efforts of Other Academic Societies and Associ-
ations

Hoon KIM＊

Synopsis　Academic�societies�and�associations�related�
to�SARS‒CoV‒2�and�measures�against�COVID‒19�out-
breaks�have� issued� their�own�guidelines�and�manuals,�
and�held�a�lot�of�special�symposiums�and�seminars.�Their�
web�sites�are�also�introducing�and�linking�the�related�in-
formation�and�notifications�from�the�government.�On�the�
campaign�to�avoid�the�three�Cs,�the�importance�of�venti-
lation�and�air�conditioning�have�been�touted�and�several�
related� guidelines� and�manuals�were� provided� by�
SHASE�and�AIJ.�

In�spite�of� the�efforts�of�many� individual�and�associa-
tions,� it� is�regrettable�that�a�cross-sectoral�collaboration�
between�healthcare�and�architecture／building�equipment�
fields�still�looks�insufficient.

This�article� introduces� the�activities�of� several� aca-
demic�societies�and�associations� that�have�provided�an�
important�issues�related�to�COVID‒19 .
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快適な温熱環境のしくみと実践
　空気調和の基本はそこで過ごす人々に快適で健康的な環境を提供することで

す。その中で温熱環境は最も重要な要素の１つです。

　平成９年に本会から出版された“快適な温熱環境のメカニズム”は非常に好評

でしたが、改訂から15年以上が経過し本分野の研究も格段に進歩したことから、

内容を全面的に見直し出版することになりました。健康性、知的生産性に関して

も触れています。また、実践例を含めて、幅広い内容を収録することにしまし

た。建築から住宅まで、研究者だけではなく実務関係者にも役立つ本です。

第1章　温熱生理学

第2章　快適環境とは

第3章　温熱環境評価手法

第4章　温熱環境の基本データの計測

第5章　生理・心理評価

第6章　衣服と快適性

第7章　温熱環境と健康・知的生産性

内　　　　容

発　行　日　　2019年3月29日
体　　　裁　　B5判　222頁
定　　　価　　3,960円（本体3,600円＋税10%）
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021-026_KU05 特集3 金氏_責.indd   26 2021/04/20   18:00



27空気調和・衛生工学　第 95 巻　第 5 号

2021年 1月 8日に，2度目の新型コロナウイルス感
染症（COVID-19）に関する緊急事態宣言が発出され
た。期間は 2月 7日までの 1か月間，解除判断は“ス
テージ 3”の基準をもとに総合的に判断するとされて
いる。しかし，緊急事態宣言が発出されて 3週間が経
過した現時点で感染者数が減少する傾向にあるもの
の，医療現場は依然としてひっ迫した状況が続いてい
る。COVID-19は既に 1年以上に亘って猛威を振る
い続けている。
厚生労働省は 2020年 3月 18日に“3つの密を避けま

しょう”とのリーフレットに“換気の悪い密閉空間”の記
述があった。当時WHOや米国 CDCなどが COVID-
19の感染経路は接触感染と飛まつ（沫）感染であると
主張しているにもかかわらず，空気感染の対策法とな
る換気が重要とのメッセージに専門家集団の学会関係
者はそれを見逃すわけにはいかなかった。3月 23日
に本学会と日本建築学会の両会長が連名で“会長緊急
談話”を発信した。その後，本学会は適時に発信し続
けている。現在では，エアロゾル感染（空気感染）も
COVID-19の感染経路の一つであることが広く知ら
れている。
本稿では，新型コロナウイルス特別対策委員会設置

の背景，当特別委員会を含めた本学会のこれまでの取
り組み，今後の予定について述べる。

1．新型コロナウイルス対策特別委員会の設置
新型コロナウイルス対策特別委員会設置を申請する

2020 年 5 月の時点で，世界で新型コロナウイルス感染症
（COVID‒19）の感染者数 300 万人以上，死亡者数 20 万人
以上となっている。COVID‒19 の CO はコロナ（corona），
VI はウイルス（virus），D は疾病（disease），19 は 2019 年
の略である。

本感染症は，2019 年 12 月に中国武漢市において初めて
確認された。2020 年 1 月 7 日にはその病原体が新種のコ
ロナウイルス（2019‒nCoV）と特定され，遺伝子も同定され
た。2020 年 1 月 30 日に世界保健機関（World Health Or-
ganization：WHO）は，“国際的に懸念される公衆衛生上の
緊急事態（Public Health Emergency of International Con-
cern：PHEIC）”と警告した。また，2 月 11 日に WHO は

このウイルスによって引き起こされる疾患名を COVID‒19
と命名し，国際ウイルス命名委員会はコロナウイルス名を
Severe Acute Respiratory Syndrome Coronavirus 2（SARS‒ 
CoV‒2）と 決 定 し た。SARS‒CoV‒2 は 2003 年 の SARS‒
CoV‒1 遺伝子の塩基配列とかなり似ていることが確認され
ている。

その後，WHO は世界的な感染拡大と重症度の実態を踏
まえ 2020 年 3 月 11 日にパンデミック（世界的な大流行）の
宣言を行った。

国内では，4 月 7 日に日本の政府から 7 都府県（埼玉県，
千葉県，東京都，神奈川県，大阪府，兵庫県，福岡県）に
緊急事態宣言が発出され，4 月 16 日には対象が全国へ拡
大された。

厚生労働省は 3 月 30 日に，“ ‘換気の悪い密閉空間’ を改
善するための換気の方法”のリーフレットを公表し，専門
家検討会の見解として，クラスター（集団）感染発生リスク
の高い状況を回避するために，①換気を励行する，②人の
密度を下げる，③近距離での会話や発声，高唱を避ける，
を推奨している。当時では，COVID‒19 の感染経路は飛
まつ感染と接触感染であるとされている状況下でも，“換
気”が強調されていた。本来なら，飛まつ感染は，感染者
の近傍（1～2 m）で起きるものであり，換気による感染者
近傍の空気の制御が難しい。しかし，当時のライブハウス
や屋形船でのクラスターは，飛まつ感染だけでは説明がで
きない事例であった。すなわち，換気が重要とされる以
上，エアロゾル感染（空気感染）も考慮に入れないといけな

表-1　新型コロナウイルス対策特別委員会メンバー

委員長 柳　　宇（工学院大学）
幹　事 尾方壮行（東京都立大学）
委　員 大岡龍三（東京大学）

大塚雅之（関東学院大学）
鍵　直樹（東京工業大学）
金　　勲（国立保健医療科学院）
倉渕　隆（東京理科大学）
小瀬博之（東洋大学）
田辺新一（早稲田大学）
野部達夫（工学院大学）
林　基哉（北海道大学）
山田裕巳（国立保健医療科学院）
山中俊夫（大阪大学）
山本佳嗣（東京工芸大学） （50 音順）

COVID-19における空気調和・衛生工学会の取り組み
柳 　 　 宇　工学院大学　正会員

キーワード： 新型コロナウイルス感染症（COVID‒19），特別委員会（Technical Committee），取り組み 
（Activity）
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いことが考えられた。
以上のことを背景に，5 月 15 日に“新型コロナウイルス

対策特別委員会”を設置した。本委員会のメンバーは表-1
のとおりである。なお，所属は当時のものである。

2．本学会のこれまでの取り組み
2．1　委員会活動
本学会及び新型コロナウイルス対策特別委員会における

これまでの取り組みの一覧を表-2 に示す。以下に，それ
ぞれの内容概要について述べる。
（ 1 ）　両学会会長緊急談話（ 3月 23日）1）

厚生労働省の新型コロナウイルス感染症対策専門家会議
が 2020 年 3 月 9 日に公表した“新型コロナウイルス感染症
対策の見解”，及び首相官邸，厚生労働省が 3 月 18 日に公
表した“密を避けて外出しましょう！”というリーフレット
に換気の悪い密閉空間という記述があり，（公社）空気調
和・衛生工学会（本学会）や（一社）日本建築学会に所属する
会員に換気に関する問い合わせが多く寄せられている状況
であった。また，世の中では，換気に対する理解は必ずし
も正しくなく，例えば，換気回数 2 回／時は本来 1 時間当
たりで室内容積分の 2 倍の空気を取り入れ，それが室内の
既存の空気と混合しながら同量の空気を排出することであ
るが，それが 1 時間に窓を 2 回開けるとの誤解を生んでい
るケースが多くみられた。

以上のことを勘案し，プロ集団の学会から正しい情報を
早く発信することが重要であることから，3 月 23 日に両
学会の会長連名の会長緊急談話が出された。現状では当初
より認識が深まっているが，まだ多くの誤解を生んでい
る。例えば，筆者が飛行機に乗ってしばらくすると機長の
あいさつで“皆様，現在機内の空気はすべて新鮮な空気に

入れ替えています”のようなアナウンスを耳にする。実際
には室内の気流が混合状態であるため，理論的にいえば室
内の古い空気は永久的に残る。このことを筆者がよく“秘
伝のタレ”にたとえている。タレの継ぎ足しは元の成分が
残るから，“100 年の秘伝のタレ”との言い方はうそになら
ない。換気も同様で，混合型換気であれば古い空気が多少
室内に残る。当然のことながら，換気を多くすればするほ
ど，新鮮な空気が占める割合が多くなる。
（ 2）　換気に関する Q＆ A（ 3月 30日）2）

前述した 3 月 23 日の両会長談話では，換気に関する情
報提供を行っていくことを表明した。それを受けて，3 月
30 日に日本建築学会空気環境運営委員会と本学会換気設
備委員会共同で“新型コロナウイルス感染症制御における
‘換気’ に関して／ ‘換気’ に関する Q ＆ A”報告を公表した。
本報告では，換気について一般の人が間違いやすい点，誤
解しやすい点を中心に Q ＆ A 方式で，下記の項目につい
て解説を行った。

問 1 換気とは何ですか ?
問 2 室内汚染物質にはどんなものがあるのですか ?
問 3 空気中の汚染物質濃度はいくらまでなら大丈夫で

すか ?
問 4 換気の方式にはどのようなものがあるのですか ?
問 5 換気の性能はどのように評価するのですか ?
問 6 必要換気量とは何ですか ?
問 7 住宅やオフィスなどの普通の部屋はどの程度換気

されているのですか ?
問 8 換気効率とは何ですか ?
問 9 換気経路とは何ですか ?
問 10 計画換気とは何ですか ?
問 11 換気の悪い空間とはどんなところですか ?

表-2　本学会これまでの COVID‒19 対策に関する提言

日　付 テーマ 執筆者

3 月 23 日 新型コロナウイルス感染症制御における ‘換気’ に関して 緊急会長談話 本学会会長（当時）田辺新一
日本建築学会会長 竹脇　出

3 月 30 日 新型コロナウイルス感染症制御における ‘換気’ に関して／ ‘換気’ に関す
る Q ＆ A

日本建築学会 環境工学委員会空気環境運営委員会主
査 大岡龍三；本学会換気設備委員会委員長 山中俊夫

4 月 8 日 新型コロナウイルス感染対策としての空調設備を中心とした設備の運用
について

本学会換気設備委員会
執筆：倉渕　隆，柳　宇；執筆協力：尾方壮行

5 月 15 日 新型コロナウイルス対策特別委員会 設置
（以下は本特別委員会の取り組み）

6 月 15 日 空調・換気による COVID‒19 の拡散はあるのか？
―空気調和・衛生工学分野の専門家からの見解―

柳　宇，倉渕　隆，林　基哉，尾方壮行
監修：田辺新一，大塚雅之

7 月 9 日 九州南部等の豪雨のお見舞いと避難時における熱中症・感染症対策 本学会会長 大塚雅之
7 月 10 日 避難施設等における熱中症，感染症に対する注意点と対策 本学会会長 大塚雅之，副会長 倉渕　隆，前会長 田辺

新一，特別委員会委員長 柳　宇
9 月 7 日 新型コロナウイルス感染対策としての空調設備を中心とした設備の運用

について（改訂二版）
倉渕　隆，柳　宇，尾方壮行，大塚雅之

12 月 9 日 商業施設，事務所に関係する皆様へ 新型コロナウイルス対策特別委員会
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問 12 住宅の換気システムはどのようになっているので
すか ?

問 13 換気の性能を上げるためにはどのようにしたらよ
いのですか ?

問 14 もし新型コロナウイルスへの感染の疑いのある人
が出た場合はどうしたらよいですか ?

（ 3 ）　新型コロナウイルス感染対策としての空調設備を
中心とした設備の運用について（ 4月 8日）3）

厚生労働省は 2020 年 3 月 30 日に，“商業施設等におけ
る ‘換気の悪い密閉空間’ を改善するための換気について”
と，その内容をリーフレットにまとめた“～商業施設等の
管理権限者のみなさまへ～冬場における ‘換気の悪い密閉
空間’ を改善するための換気の方法”を公表した。この中
で，具体的な換気対策として機械換気による場合は，建築
物衛生法における CO2 の室内濃度基準 1 000 ppm を満た
している条件，つまり 1 人当たり 30 m3／h の換気量が確保
されていること，窓開放による場合は 30 分に 1 回，数分
程度窓を全開にすることを実施していれば，感染を確実に
予防できるとはいえないものの，換気の悪い密閉空間には
当たらないとしている。建築物衛生法に規定する特定建築
物に該当しない商業施設などにおいても必要換気量が確保
できていることを確認することを推奨し，換気量が足りな
い場合には，在室人数を減らすことで必要換気量を確保す
ることが可能であると述べている。

ウイルスの感染経路は接触感染，飛まつ感染，エアロゾ
ル感染である。接触感染は表面殺菌，手指衛生など，飛ま
つ感染は 3 密を避けるなどの行動変容で対応できるが，エ
アロゾル感染は換気と空気浄化による対策が重要となる。
当初では，SARS‒CoV‒2 の感染経路は接触感染と飛まつ
感染であるとされているにもかかわらず，換気が強調され
ることから，場合によってはエアロゾル感染もあるのでは
ないかと考えられる。例えば，ライブハウスのクラスター
は接触感染と飛まつ感染のみでは説明ができない。

以上のことを踏まえて，本学会換気設備委員会の委員が
4 月 8 日に“新型コロナウイルス感染対策としての空調設
備を中心とした設備の運用について”を，日本語版と英語
版で公表した。本解説では，当時入手しうる文献をレ
ビューし，新型コロナウイルスの感染経路と感染力に関す
る最近の知見を整理したうえで，推奨される建築設備の運
用について，下記の項目について解説した。

①　個別換気方式の場合（主に住宅や小規模の建築物）
②　中央式空調設備の場合（大規模な建築物）
③　窓開け換気の実施
④　トイレでは便器のふたは閉じて洗浄，換気の励行
⑤　空調温湿度の調整
⑥　エアフィルタの保守管理

⑦　空気清浄機の効果的な利用
本解説は国際ジャーナル Building and Environment の

レビュー論文に引用された。この論文（Review and com-
parison of HVAC operation guidelines in different coun-
tries during the COVID‒19 pandemic）は中国の同済大学
と米国のコロラド大学の共著である。2020 年 6 月執筆時
点での中国のほか，主要国・地域として ASHRAE（Amer-
ican Society of Heating Refrigerating and Air-Condition-
ing Engineers；米国暖房冷凍空調学会），REHVA（Feder-
ation of European Heating, Ventilation，and Air 
Conditioning Associations；欧州空調換気設備協会），
SHASE（本学会）が取り上げられ，それぞれの COVID‒19
世界大流行期間中における空調・換気システムに関するガ
イドラインや運用方法が比較されている 4）。
（ 4 ）　空調・換気による COVID‒19の拡散はあるのか？

―空気調和・衛生工学分野の専門家からの見解― 
（ 6月 15日）5）

新型コロナウイルス対策特別委員会が設置されて 1 か月
後に初めての提言を公表した。この提言の契機は，夏期の
冷房期間直前の当時に，中国広州市にあるレストランのク
ラスター事例が新聞，テレビなどで多く取り上げられたこ
とであった。図-1 にクラスター発生時の感染者の位置関
係を示す。

1 時間から 1 時間半の食事で，インデクス患者（A 1）か
ら 9 人の友人に感染させた（図-1 中の上部テーブル B，
A，C）。中国広州 CDC の Jianyun Lu ら 6）の調査研究結果
では，テーブル B，A，C のゾーンを受け持つファンコイ
ルユニットが飛まつをかくはんさせたと結論づけている。
この論文が米国 CDC（疾病対策センター）の Emerging In-
fectious Diseases に掲載されているため，我が国にも大き
な影響を与えている。

空調が感染拡大要因となれば，夏期の冷房運転について
慎重に検討しないといけなくなる。実は，Lu らの調査の
後に香港大学の Yuguo Li ら 7）による当日の状況を再現し
た詳細な調査を行った結果，当日換気のための排気ファン
は入り口付近のトイレ（図-2 の下部）を除いてすべて止め
られており，換気量は 2．7～3．7 m3／h・人（換気回数 0．56～
0．77 回／h）しかなかったことが明らかになった。すなわ
ち，換気不足が原因であった。

以上のことを踏まえて，本学会新型コロナウイルス対策
特別委員会は文献調査を行い，その成果を提言にまとめ
た。提言の内容は下記のとおりである。

①　空調・換気と感染リスクについて
②　空調機を介した COVID‒19 の拡散有無に関する現

時点の知見
③　不十分な換気とろ過による感染のリスク
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④　感染対策時の熱中症予防行動
⑤　まとめ
まとめの最初に下記のように記している。
我が国においても，建築物衛生法を遵守して計画・運用

されている建築物においては，換気とフィルタの性能を勘
案すれば，人員密度が適切に管理されている限り，空調シ
ステムを介した COVID‒19 の室間の感染拡大のリスクは
極めて低いものと考えられる。

空調システムを介した感染の有無について，ウイルスの
伝播（Transmission：広く伝わること）と感染（Infection：
病原体が生体に入り込んで，住み着き，増殖するようにな
ること）の概念を混同して議論されていることがしばしば
みられる。伝播は物理現象であり，感染は微生物学・医学
のメカニズムに関わる。感染するか否かは量‒影響（反応）
関係によって決まる（図-3）。微粒子である SARS‒CoV‒2
は空中で長時間浮遊し，また気流によって遠方まで拡散す
る。さらに，空調システムを介して一部（除去されない部
分）が室内に再侵入することは十分にありうる（伝播）。し
かし，それが直ちに感染につながるかは別の問題である。

したがって，量‒影響（反応）関係がまだ分からない現状に
おいては，感染リスクを下げること，とりわけ空中濃度を
低減させることがまず重要である 8）。
（ 5）　避難施設等における熱中症，感染症に対する注意

点と対策（ 7月 10日）9）

2020 年九州南部豪雨などの災害により避難施設などで
生活されている方々，ならびに被災地の支援活動をされて
いる方々へ，熱中症や新型コロナウイルスなどの感染対策
の一環として，室内環境の維持や設備機器の維持管理にお
ける注意点と対策について発信した。

1）　避難所などの空間，スペースについて
　①　市民ホール・学校・体育館・公民館など
　②　人の密集する空間
　③　水まわり空間（トイレ，台所，風呂，洗面所）
　④　ごみ，汚物処理場所（初期）
2） 　避難所の室内環境及び設備機器などの衛生面につい

て
　①　温湿度・換気不足

図-1　感染者の状況と空調機の位置 暴露濃度（量）

影
響（

反
応

）

いき（閾）値

図-3　量‒影響（反応）関係

図-2　クラスター発生時の感染者位置関係
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　②　居住者の注意点
　③　外光の取り入れ（紫外線）
　④　温湿度管理
　⑤　手洗い・指消毒・トイレ除菌など
（ 6 ）　新型コロナウイルス感染対策としての空調設備を

中心とした設備の運用について（改訂二版）10）

前述した“新型コロナウイルス感染対策としての空調設
備を中心とした設備の運用について”が公開された 4 月 8
日から，海外から多くの研究成果が発表された。それを踏
まえて，4 月 8 日版の情報更新と最新の研究成果を加え
た。提言の項目を下記に示すとおり整備した。

1）　新型コロナウイルスの感染経路と感染力に関する最
近の知見

2）　還気による感染リスクについて
3）　エアフィルタの効果
4）　窓開け換気の実施
5）　室内空気環境の見える化
6）　トイレでは便器のふたは閉じて洗浄，換気の励行
7）　空調温湿度の調整
8）　エアフィルタの捕集性能とその保守管理
9）　空気清浄機の効果的な利用
10） UVGI（紫外線照射による殺菌）
11） 設備再開時の留意点
12） 手指衛生と手洗い器の周辺設備
13） 建物用途ごとに推奨される建築設備の運用方法

①　空気感染する疾病の感染リスク低減策の原則
②　事務所など（中央式空調システム）
③　事務所など（個別空調システム）
④　住宅
⑤　学校
⑥　映画館・劇場
⑦　居酒屋・カラオケ

（ 7）　商業施設，事務所に関係する皆様へ（ 12月 9日）11）

前述したとおり，本学会ではこれまで，“新型コロナウ
イルス感染対策としての空調設備を中心とした設備の運用
について”，“同上（改訂二版）”及び“空調・換気における
COVID‒19 の拡散はあるのか？空気調和・衛生工学分野
の専門家からの見解”などの提言を，建築設備の専門技術
者を対象に行ってきた。一方，商業施設や事務所に勤務す
る，または利用する方々から，対象建物には換気設備が設
置されているのか，十分な換気対策がなされているのか，
どのような対策を建物管理者に要求すればよいのかといっ
た，建物の利用者の立場に立った助言を求める要望が本学
会に相次いで寄せられたことから，既往の提言と最新の知
見から利用者向けの要点を整理し，取りまとめた。

本提言は要点を絞って簡潔にまとめており，提言内容の

アンダーライン部分だけを読んでも，全体が分かる記述と
なっている。提言内容の項目は下記に示すとおりである。

1）　感染経路に関する見解
2）　窓，換気設備，空調設備に関する法的位置づけ
3）　空調・換気設備の仕組み
4）　推奨される空調設備の運用方法
　①　換気
　②　温度と湿度の管理
　③　空気浄化
5）　その他の留意事項
　①　CO2 モニター
　②　マスクの効用
　③　トイレ・手洗い
2．2　大会期間中WSの開催
令和 2 年度空気調和・衛生工学会大会は，9 月 9 日～30

日の間オンラインで開催された。開催期間中の 9 月 16 日
に“新型コロナウイルス等感染症対策のための空気調和・
衛生設備のあり方”をテーマとしたワークショップが開催
された。オンライン開催は初めての試みであった。当日は
300 人以上の参加があった。演題と講演者は下記のとおり
である。

①　趣旨説明　柳　宇（工学院大学）
②　新型コロナウイルスと同感染症について　柳　宇
（前出）

③　飛沫と飛沫核の挙動　尾方壮行（東京都立大学）
④　新型コロナウイルスに対応した換気の現状　鳥海吉

弘（東京電機大学）
⑤　ウイルス感染防止のための建築設備の維持管理　倉

渕　隆（東京理科大学）
⑥　ダイヤモンドプリンセスでの感染と換気設備　梅田

直哉（大阪大学）
⑦　トイレ空間を中心とした衛生設備面からの課題と防

止対策　大塚雅之（関東学院大学）
⑧　COVID‒19 と空調換気の関わり・対応―中国の動

き　譚　洪衛（同済大学）
2．3　セミナーの開催
本セミナーでは，新しい日常（ニューノーマル）における

室内環境のあり方について，2021 年当初時点での知見に
基づき，換気，衛生，エネルギーやオフィス設計などの各
方面から解説する。講演課題と講演者は下記のとおりであ
る。

①　新型コロナウイルス感染対策としての空調・換気設
備の運用について　倉渕　隆（本学会副会長／東京理科
大学）　

②　トイレ空間における衛生的な水環境と感染症防止の
課題と対策　大塚雅之（本学会会長／関東学院大学）
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③　新しい生活様式における住宅の温熱環境等のあり方
について　石川直明（東京ガス）

④　新型コロナウイルス感染症流行拡大による電力需要
への影響　篠田幸男（東京電力ホールディングス）　

⑤　未来のワークプレイス　梶浦久尚・遠矢敏靖（シー
ビーアールイー）

⑥　新型コロナウイルス感染防止のための高効率換気と
室内気流制御　山中俊夫（大阪大学）

⑦　空中 SARS‒CoV‒2 の対策方法―フィルタによるろ
過と UVGI による殺菌　柳　宇（工学院大学）

⑧　ウィズコロナ時代に感染制御科学の観点から建築設
備に望むもの　堀　賢（順天堂大学）

3．今後の予定
以上，本学会と新型コロナウイルス対策特別委員会のこ

れまでの取り組みについて述べた。2021 年 1 月 27 日（日
本時間）に COVID‒19 による全世界の累積感染者数は 1 億
人を突破し，死亡者数は 210 万人以上になっている。一
方，国内の累積感染者数は 37 万人以上，死亡者数は 5 200
人以上となっている（Johns Hopkins University & Medi-
cine，2021 年 1 月 27 日）。COVID‒19 の収束の見通しが
立たない状況である。COVID‒19 の基本再生産数 R 0 は 2
～3 であり，集団免疫いき（閾）値は 50～67％である 12）。
すなわち，集団免疫を獲得するのに長期間を要する。一
方，ワクチンの使用が始められているが，行きわたるまで
に年単位の期間が必要になる。ウィズコロナ時代はしばら
く続くことになる。

本特別委員会は今後，以下の活動を計画している。
①　引き続き，文献調査を行い，委員会内で情報共有を

図る。
②　上記の委員会活動の成果を，適時に提言を行う。
③　令和 3 年度本学会研究大会期間中に，ワークショッ

プなどを開催し，その時点での最新知見を発表し，学
会の会員との情報共有を図る。

④　上記の大会の前に，可能であれば，シンポジウムを
開催し，適時に会員との情報交換を行う。

⑤　適時に，研究成果を英語ジャーナルに論文を投稿
し，国内のみならず，海外にも積極的に発信してい
く。

文　　　献
1）　新型コロナウイルス感染症制御における“換気”に関して―
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Activities of SHASE on measures against 
COVID-19

Yanagi U＊

Synopsis　On January 8, 2021, a state of emergency 
was declared by the Government of Japan. The period 
during which emergency measures should be taken un-
der the declaration is 29 days from January 8 to Febru-
ary 7, 2021, and the release judgment is made on judging 
synthetically based on the standard of “Stage 3”. Howev-
er, although it is in the tendency for the number of in-
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fected persons to decrease by this time in which state of 
emergency was declared and three weeks passed, the 
situation where the medical spot was still tight continues. 
COVID‒19 are already continuing raging for more than 
one year.

The Ministry of Health, Labour and Welfare’s （Japan） 
Expert Meeting on Novel Coronavirus Infectious Disease 
Control listed “closed space with poor ventilation” as a 
space at risk of infection. In response to this, the Society 
of Heating, Air-Conditioning and Sanitary Engineers of 
Japan and Architectural Institute of Japan released an 
emergency presidential discourse, “Role of ventilation in 
the control of the COVID‒19 infection”, on March 23, 
2020, which outlined the characteristics of this virus in-
fection and ventilation methods. To date SHASE has 
timely released proposals. Now, it is known widely that 

aerosol transmission （airborne transmission） is also one 
of the important infection routes of COVID‒19 .

The present article describes the background of estab-
lishment of the special committee “Technical Committee 
on Countermeasures Against the SARS‒CoV‒2”, activi-
ties of SHASE on measures against COVID‒19, and fu-
ture view of the special committee.

（Received January 30, 2021）
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SHASE-S（スタンダード）空気調和・衛生工学会規格

・平成29年改定
・A4判　33頁
・定価 1,987円（本体1,806円＋税10%）　会員価格 1,788円（本体1,625円＋税10%）

SHASE-S 115-2017

室内換気効率（規準化居住域濃度）の現場測定法

適用範囲および関連規格との関係／用語及び定義／規準化居住域濃度／対象空間と測定法
の適応／測定機器及び周辺装置／定常濃度に基づく規準化居住域濃度の測定法／空気齢に
基づく規準化居住域濃度の算出法／報告書の作成

付属書　　解説

SHASE-S（スタンダード）空気調和・衛生工学会規格

当学会ホームページ（http://www.shasej.org/）にて、PDFファイルのダウンロード販売を行っております。

詳細は、ホームページ“発行図書”をご覧ください。
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